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第２回定例会議事日程（第２号） 

 

第１ 一般質問 

  楮山四夫君 

   １．農業振興について 

    （１）道路の管理、改良、整備のあり方について伺う。併せて改良後の残地利活用につ

いて伺う。 

    （２）本市の地域性を活かした作物の選定、新規作物は考えられないか。 

    （３）例年、水田の水不足で被害が出ているが、事前対策は考えられないか。 

   ２．学校教育について 

    （１）文部科学省は、小中学校の統廃合の基準を定めた指針を58年ぶりに見直したが、

本市の今後の考えについて伺う。 

    （２）学校給食、食農教育及び地産地消の実施状況を伺う。 

    （３）学校施設の耐震工事は平成27年度で終了する計画となっているが、その後の整備

計画を伺う。 

    （４）小中学校の運動会の開催時期を見直す考えはないか。 

  西別府 治君 

   １．沿岸漁業の活性化推進について 

    （１）藻場再生による魚族資源確保について伺う。 

     ・磯焼けした沿岸域の自然回復状況について 

     ・本来の生態系再生による水産資源回復が遅れている中、漁業者の減少対策について 

    （２）６次産業化推進について伺う。 

     ・未利用資源の商品化や加工・流通について 

   ２．「英語のまち」を生かした串木野高校支援策について 

    （１）「英語のまち」の実績と現状について伺う。 

     ・小中学校の英語教育の現状について 

    （２）特色を生かした串木野高校存続支援について伺う。 

     ・串木野高校存続のための英語支援策で、留学や就職活動に必要なトーフル（ＴＯＥ

ＦＬ）の受験支援について 

  西中間義德君 

   １．地域包括ケアシステムの構築について 

    （１）地域包括ケアシステム構築の現状を伺う。 

    （２）在宅介護の環境整備について伺う。 

    （３）認知症予防と見守りについて伺う。 

    （４）在宅医療における医師会との連携について伺う。 

    （５）地域包括支援センターの名称を分かりやすくできないか伺う。 

   ２．うつ対策について 

    （１）うつ病の現状を伺う。 
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    （２）早期発見の対策について伺う。 

    （３）ホームページに「心の体温計」を掲載できないか伺う。 

  原口政敏君 

   １．魚価対策について 

    魚価の変動が激しいが、漁業者への補助（差額補てんなど）は考えられないか。 

   ２．文部科学省の統廃合促進への対応について 

    川上小学校・冠岳小学校・串木野高等学校など、廃校にならない対応について伺う。 

   ３．教職員の指導について 

    全国で不祥事が多発しているが、本市の状況を伺う。 

   ４．道徳教育について 

    全国で青少年の事件が多発している。道徳教育の不足によるものではないか。 

   ５．大里川の中洲除去について 

    地域住民が心配している。県に要請すべきではないか。 

  中村敏彦君 

   １．空き家対策条例の制定について 

    （１）新事業の危険家屋解体補助制度および転入者住宅建設等補助制度の申請状況はい

かがか。 

    （２）空き家に関する苦情件数と内容はどのようか。 

    （３）今後の空き家対策についての基本的考え方について。 

   ２．特定検診と生活習慣病対策について 

    （１）平成24年度の一人当たり医療費は45万5,675円で、23年度比１万6,000円ほど増加

しているが、25年度の決算見込みはどのようか。 

    （２）新事業としての「健康づくり事業交付金」制度への各地区の理解と期待される効

果について。 

   ３．川内原発の再稼働について 

    （１）再稼働に対する「条件付き賛成」の条件とは何か。 

    （２）要援護者の避難経路・避難場所の確保が困難な中での再稼働は行うべきでないと

思うが如何か。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 本日の会議に付した事件 

  議事日程に同じ 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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本会議第２号（６月１１日）（水曜） 

 

 出席議員  １８名 

     １番  松 崎 幹 夫 君      １０番  濵 田   尚 君 

     ２番  田 中 和 矢 君      １１番  西別府   治 君 

     ３番  福 田 道 代 君      １２番  中 里 純 人 君 

     ４番  平 石 耕 二 君      １３番  竹之内   勉 君 

     ５番  西中間 義 德 君      １４番  寺 師 和 男 君 

     ６番  大六野 一 美 君      １５番  原 口 政 敏 君 

     ７番  中 村 敏 彦 君      １６番  宇 都 耕 平 君 

     ８番  楮 山 四 夫 君      １７番  福 田 清 宏 君 

     ９番  東   育 代 君      １８番  下迫田 良 信 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 欠席議員  なし 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

局       長  木 下 琢 治 君   主       査  石 元 謙 吾 君 

補       佐  岡 田 錦 也 君   主       査  岩 下 敬 史 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 説明のため出席した者の職氏名 

市       長  田 畑 誠 一 君   福 祉 課 長  東   浩 二 君 

副   市   長  石 田 信 一 君   土 木 課 長  平 石 英 明 君 

教 育 長  有 村   孝 君   水 産 商 工 課 長  平 川 秀 孝 君 

総 務 課 長  中 屋 謙 治 君   健 康 増 進 課 長  所 崎 重 夫 君 

政 策 課 長  田 中 和 幸 君   農 政 課 長  末 吉 浩 二 君 

財 政 課 長  満 薗 健士郎 君   学 校 教 育 課 長  有 馬 勝 広 君 

教 委 総 務 課 長  臼 井 喜 宣 君   まちづくり防災課長  久木野 親 志 君 

市 来 支 所 長  逆瀬川   正 君   生 活 環 境 課 長  住 廣 和 信 君 

消 防 長  深 山 龍 朗 君   給食センター所長  鶴 田   睦 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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平成26年６月11日午前10時00分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（下迫田良信君） これから、本日の会議を

開きます。 

────────────── 

   △日程第１ 一般質問 

○議長（下迫田良信君） 日程第１、一般質問を行

います。 

 これより、通告順により順次質問を許します。 

 まず、楮山四夫議員の発言を許します。 

   ［８番楮山四夫君登壇］ 

○８番（楮山四夫君） おはようございます。梅雨

に入り、いよいよ農家にとっては多忙な毎日となっ

てまいります。しかし、全国では各地に洪水や崖崩

れ、水害も出ておるようでございます。当地といた

しましては、平穏な梅雨でありたいと願うところで

す。 

 さて、通告に従い、２件について、市長並びに教

育長にお伺いいたします。 

 まず、私どもは５月に市内を、３班編成で16カ所

を６日間にわたって、市民と語る会を実施したとこ

ろでございます。前回より多い市民に出席をいただ

き、多くの意見や要望を聞くことができました。 

 その中で、農業振興についての中でも、道路の関

係でございますが、道路の管理、改良、整備のあり

方について伺うと同時に、あわせて改良後の残地利

用についてお伺いいたします。 

 特に川上の会場では、農道を高齢化で管理できな

い状況にあると、何とか対策はないものかと、切実

な願いもございました。また、市道にあっては、前

回から要請したけれども、いまだに実施されていな

いというのが、永牧地区などの市道では、道路脇の

立木の枝が繁茂し、消防自動車の通行にも支障を来

している状況であると、地主や地権者の了解はいた

だいておるので、ぜひ枝打ちをしてほしいと。 

 また、県道については、舟川地区の道路は非常に

狭隘でバスも通れないと、再三、県のほうにも要請

をしておるけれども一向に進まない状況にある。市

のほうからも強く要請していただきたいと。 

 また、荒川では県道の拡幅工事が進み、本当にあ

りがたいが、そこでカーブをなくすための改良が行

われるため、旧道部分の残地が出ると。その部分を

地区のまちづくり協議会等に利活用をさせていただ

きたいものだと。これについても、市から県のほう

に要請をしていただきたいということでございまし

た。 

 以上、市長の見解をお伺いし、ここでの質問を終

わります。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） おはようございます。 

 楮山四夫議員の御質問にお答えをいたします。 

 農道の維持管理についてであります。 

 本来、耕作者により維持管理されるところですが、

一部集落周辺につきましては、自治公民館の協力を

得、賃金を支払い対応をしております。また、山間

部の農道の一部については、中山間地域直接支払制

度により、また、平坦な農地の一部については、農

地水保全管理支払事業を活用し、草払いなどの維持

管理を行っております。しかしながら、市道永牧線

及びその他の地区においては、農家の後継者不足、

高齢者などから、維持管理に苦慮され、耕作放棄地

周辺について荒廃しつつあるのが現状でもあります。

市としましては、地域の現状を十分把握し、直営作

業班による支援を行うなど、地元と協議するととも

に、あわせてまちづくり協議会での対応などできな

いかと考えております。 

 また、個々の箇所について御質問がございました。 

 県道郷戸市来線の舟川地区の拡張工事の早期実現

につきましては、視距改良、排水溝の整備など、継

続的に事業を進めていただいているところでありま

すが、用地取得に時間を要しているのが現状であり

ます。今後も地権者の理解を得ながら事業を進めて

いただけるように県に要望をしてまいります。 

 また、県道荒川川内線の改良による残地の利活用

につきましては、今現在、事業継続中でありますの

で、今後、並行する形で利活用ができるように、県

のほうに要望をしてまいります。 

○８番（楮山四夫君） 農道については、農産物の
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生産や販売の生命線でもございますので、ぜひ今お

答えいただいたような方向で進めていただきたいと

思っております。 

 それから、舟川線の用地の確保ということでした

が、話によりますと、確かにその当時は用地確保が

難しかったということでございますが、その後、地

権者も大分軟化されていらっしゃるということをお

伺いいたしておりますので、ぜひそういう方向で要

請していただきたいと思っております。 

 それと、市道の分離帯の表示や横断歩道の白線が

大分薄れております。そういうことで、鹿児島では

横断歩道の表示が薄れてわからないような状況の中

で事故が起こったということもございましたので、

ぜひこの白線の整備もあわせて進めてもらいたいと

思っておりますので、お考えをお伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 管理道路内の白線が消えて

いる件につきましては、通学路点検や警察署からの

要望等がありました箇所を優先に施工をしていると

ころであります。ちなみに、平成25年度内に設置し

た白線延長としましては、約1,000メートルほどに

なります。なお、横断歩道については、県公安委員

会の管轄でありますので、所管警察署を通じて県公

安委員会に要望をしてまいります。 

 白線を引くということは、今、楮山議員述べられ

ましたとおり、交通事故に大きく影響、懸念をされ

ますので、平成26年度におきましても、引き続き、

通学路や高齢者の歩行者の多いところ、交差点、踏

切といった危険度の高い箇所等を優先しながら実施

をしていく計画であります。 

○８番（楮山四夫君） この道路の件については、

先ほども申し上げましたけれども、各地区の会場で、

全ての会場で、この道路問題の改良整備を要請され

ております。中でも２カ所については申し上げまし

たが、別府地区においては、海瀬・坂下線になりま

すか、それやら、ごもんちゃんのところからの鉄道

の下を通る道路についても早急に進めてもらいたい

というようなこと、それから平江、野元のほうでは、

平江線における橋の考え方、あるいはまた、以前あ

った計画の中で、三井の敷地をトンネルで通ってと

いうような計画もあったんだが、あそこら辺のその

後の経過等を教えていただきたいというような要請

もございましたので、あわせて要請しておきたいと

思います。 

 道路の件については終わります。 

 次に、本市の地域性を活かした作物の選定なり、

あるいは新規作物は考えられないのかということな

んです。非常に最近、あちこちの自治体でも新規作

物を進められておりますので、そういうものはいち

き串木野市としてはどうなのかということでお伺い

いたします。 

○市長（田畑誠一君） 本市の地域性を活かした作

物の選定というのを進めるべきだというお話だと思

います。 

 御承知のとおり、農業生産者の高齢化が非常に深

刻な問題となっております。そういったことで、地

域を代表する作物などが高齢化等によって栽培され

なくなっている状況もございます。 

 市としましては、ＪＡや県の技術員の方々と連携

し、比較的軽量で収益が得られる作物を導入してお

ります。例えば野菜では、現在重点作物として、馬

鈴薯、カボチャ、ゴーヤ、ソラマメ、イチゴの５品

目、花ではソリダゴ、果樹ではデコポンなどの４品

目を、また奨励作物としての野菜では、根深ネギ、

サツマイモ、白菜、大根の４品目、花卉では、ニオ

イヒバ、果樹ではブドウ、マンゴー、その他、小麦

や緑竹を選定をして、現在推進を図っているところ

であります。 

○８番（楮山四夫君） 以前は、羽島の馬鈴薯やエ

ンドウ、茂草地帯を利用したソラマメとか、あるい

は荒川ではショウガ、冠岳の子牛生産や、以前、柿

も植えたことございましたが、生福の蔬菜園芸の産

地として地区の特性が活かされたものであったと思

うところなんですが、今、市長のほうからもあった

ように、大分高齢化が進んだ中で、耕作面積も２分

の１、３分１になってきている状況でございます。 

 つい先日、私は出水の友人と話す機会がございま

したが、農業振興をお互いに進めようという中で、

その友人いわく、今回、オリーブを500本植えたと

いうんです。１本が大体4,000円ぐらいするんだそ

うですが、500本ということは200万円ですね。それ
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を今回植えたというんです。出水としてもオリーブ

を産地化しようということらしく、また、隣の日置

市でもそういう方向があるということを伺うところ

ですが、何らか、いちき串木野市としても新しいも

のはないものか、いかがなものでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） まず、農業振興という全体

的な大きな角度から捉えておいでですので、やっぱ

り一番大事なのは、安定して所得が上がることだと

思います。新しい作物ももちろんでありますが、そ

ういった中で、今、市が重点作物としている馬鈴薯

とかカボチャ、ゴーヤとかについては、楮山議員が

よく御案内のとおり、部会なども設立されて、一生

懸命やっておられます。また、市としても、それら

に係る資材の購入等についても補助を行っておりま

す。さらに、価格安定対策の指定野菜として、ソラ

マメやゴーヤ、ナス、インゲン、ブロッコリーなど

を対象物に選定して、連携を図って支援をしている

ところであります。 

 さらに、今年度から、農産物に付加価値をつける、

所得向上のために、６次産業化の取り組みに対する

支援も、今年度から予算化しておりますので、大い

に活かしていただきたいし、一緒になってやってい

きたいと思っております。 

 今、新しい農産物でオリーブのお話をされました。

お隣の日置さんがしてるということは私も承知をし

ておりますが、その辺の詳しい状況は農政課長に説

明をいたさせます。 

○農政課長（末吉浩二君） 日置市においては、新

たな特産品の開発に向けて、オリーブの試験栽培を

始められております。 

 オリーブについては、特に外国では地中海とか、

日本では瀬戸内海あたりの比較的温暖な地域という

ことからすると、羽島あたりでも、今現在、数名の

方ですけれども、実際植えてるんですが、行政主導

型で果たしていいのかというのもありまして、今、

少し日置市あたりの状況も聞いているところです。 

○８番（楮山四夫君） 確かに、所得が上がらんと

いかんわけなんです。そういう中で、以前、日置市

の日吉町の先進地を見習って緑竹を進めた経緯がご

ざいますが、どうもこれが販路に苦慮して、販路に

乗らない、販売に乗らない。ここら辺が一番のネッ

クになっているような感じがするんです。ですので、

いずれの作物についても、やっぱり販売戦略といい

ますか、販売に乗るような環境づくりというのも大

事じゃないかなと思うところです。 

 そんな中で、今、市長のほうから６次産業化とい

うことも出ましたが、先日、これは鹿屋の東串良の

やねだんの例ですけれども、唐辛子をつくって加工

までやって販売していこうと、こういうふうなこと

も出ておりましたけれども、やはりこのことも６次

産業化で付加価値を高めて所得を上げようと、こう

いうふうな計画がなされているわけでございまして、

何か私どものところもそういうものを考えながら、

ぜひ所得向上という意味からも、６次産業化を考え

ないかんのじゃないかなと思うところです。 

 市長、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 今、詳しく例を述べられま

したが、やっぱり楮山議員言われましたとおり、一

番は安定して、できればしかも高い所得が得られる

ということが、やっぱり一番の農業振興策だと思い

ます。農業者の皆さんが意欲を持つですね。 

 そういった意味で、６次産業化も今年から予算化

して、議会にお願いをしておりますが、日置の場合

はオリーブとか今話をされましたが、本市の場合の

やっぱり特徴は、まず第一に耕作面積が狭いですよ

ね。耕作面積は狭いけど、雨量が1,800ちょっとで

すかね、年間。それから日照の問題とか、そういっ

た面、あるいは一番大事なのは土、土壌だと思いま

すけれども、そういった面、それから農業の専門家

の方、家を建ててこられた方もおいでですから、こ

こらを全部トータルして何かいいものはないか、今

後もＪＡの皆さん、あるいはまた県の指導員、そし

て農業委員会の皆さん、そして議会の皆さん方の御

示唆をいただきながら、お互いに何かを探すという

努力をやっぱり続けていかなきゃならないと思って

おります。本市の特性を前提にして発想をしていか

なければと思っております。 

○８番（楮山四夫君） ぜひそういう方向で御検討

していただきたいものだと思います。 

 次に移ります。 
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 例年、水田の水不足で被害をこうむっております

が、事前に対策は考えられないのかということでご

ざいます。といいますのが、いざ干ばつとなれば、

その地区だけでなくて、あちこちの地区が一緒に被

害をこうむるわけでございまして、まだ干ばつにな

らない手前、いざ干ばつになった場合はこういう方

向でいこうとか、事前の対策はいかがなものか、お

伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 干ばつにおける渇水対策に

ついてであります。 

 御存じのとおり、昨年は梅雨時期に降水量が少な

くて、また７月、８月にかけて例年に比べ著しく降

水量が少ない状況が続き、水田を中心に農業用水の

不足が発生したことから、渇水対策本部を設置して

用水の確保を図ったところであります。また、数年

前にもございましたよね。私もあちこち、市来、そ

れから生福、荒川等、現場に行きましたけれども、

数年前もそういうことがありました。 

 市としましては、やはり渇水が続き、干ばつの被

害が予想される場合、今まさに御提言がありました

とおり、早目に対策を打つと、備えをするというこ

とが大事だと思います。そういった意味で、地域の

巡回を強化して、早目早目の対策に取り組まねばな

らないと思っております。言われますとおり、干ば

つになったら一緒になるわけですからね、全部。だ

から、それだけになおさら前の段階での調査、準備

が必要だと思います。 

 なお、これまでの渇水状況を踏まえて、一つの対

策として、消防用の小型ポンプホースの更新時に、

渇水時に対応するポンプ４台を、現在、農政課で保

有をしております。そういう備えもしているところ

であります。 

○８番（楮山四夫君） 消防の小型ポンプも４台は

準備しているということでございますが、ほかに工

事用等の水中ポンプ、こういうものが非常に効果が

あると伺っておりますし、また、以前から言ってお

りました串木野ダムでの取水、これは今現在でもコ

ンクリートミキサー車が、現在では川上の川上小学

校の東側の川から取水をしているんですよね。です

けれども、遠い関係で、１日往復しても何往復もで

きないというような中で、ダムの水の利用をすると

すれば、何分の一の距離で対応できるということも

ございます。このダムのほうは今現在でも車がおり

れる状況にありますけれども、そこのほうの整備を

していただければ、そういう対策も考えられるとい

うことになりますので、ダムの使用については、あ

くまでも防災ダムである関係で利用できないと、一

時、二、三年前はこのことについて非常に議論され

た経過がございましたけれども、それでは、そのダ

ムからできない場合は、ダムのずっと上流のほうか

ら取水できるのかという話がされる中で、何とかダ

ムのほうの水も利用できるようになったということ

を伺ったんですけれども、それはそうなんですかね。 

○農政課長（末吉浩二君） 今の防災ダムからの取

水のお話ですけれども、基本、防災ダムですのでダ

ムから直接の取水はできないといったことになって

おりますが、緊急時ということからしますと、ダム

直接からではなくて、ダムの下流の五反田川から取

水できる箇所があるみたいですので、できるだけ効

率のよい場所での取水ということを考えていきたい

と思っております。 

○８番（楮山四夫君） 今年は幸いにして今のとこ

ろは水はいっぱいあります。田植は十分できると思

いますけれども、その後が心配なわけでございます

ので、ぜひ対応方をよろしく考慮いただきたいなと

思います。 

 次に移ります。 

 学校の教育についてでございますが、先般、文部

科学省は、小中学校の統廃合の基準を定めた指針を

58年ぶりに見直すが、本市の今後の考え方について

お伺いしたいと思いますが、この秋にでも全国の自

治体に対して、文部科学省はこの通達をするという

ようなことも出ておりましたけれども、いかがでし

ょうか。 

○教育長（有村 孝君） 文部科学省が公立小中学

校の統廃合の基準を定めた指針を58年ぶりに見直す

方針との報道があります。その背景には全国的に進

行している少子化への対応策、つまり子供の数に比

べて公立小中学校の数が多過ぎるということが、国

や地方自治体の財政を圧迫してきているという状況



 
- 14 - 

を打開したい、学校の統廃合を加速させたいという

意図を持っての指針の見直しであると言われている

ようでございます。 

 今年の秋ごろには地方自治体に対し、関連する通

知がなされるとの報道が伝わっておりますが、詳細

についてはまだわかっておりません。 

○８番（楮山四夫君） 市長は、私のこの前回の質

問に対して、地元の意向を重視したいということで

ございましたが、現在でも変わりはございませんか。 

○市長（田畑誠一君） 学校の統廃合につきまして、

以前にも楮山議員の御質問をいただきました。 

 私は、今言われましたとおり、小学校の統廃合と

いうのは、地元が存続を希望する限りしないという

ことを申し上げてまいりましたが、その理由として

は、私はやはり小学校の存在というのは地域のとも

しびだと思っております。子供たちの元気な声、躍

動しながら成長し続けていく姿というのは、地域の

皆さんのあしたの希望だと思っています。また、そ

れは地域の文化の拠点だとも考えております。した

がいまして、基本的には子供がおり、保護者や地域

が望まれるのであれば、小学校は存続をさせたいと

する考えに変わりはございません。 

 ただ、今お述べになられましたように、文部科学

省が統廃合の基準を見直すという報道が今のところ

なされておりますが、どのような形になるのかわか

りませんが、こういうことが決定をされた場合は、

それは当然、その内容を勘案しながらの判断になる

と思いますが、現段階では、今申し上げましたとお

り、地域から小学校をなくしたら、もう地域から明

かりが消えていまします。だから、私は複複式にな

っても、地域が望むなら小学校だけは統廃合する考

えは全くありません。ただ、さっき言ったように、

文部科学省の状態では、勘案することが出てくるか

もしれませんが、くどいようですけれども、今の状

態では全く考えはありません。 

○８番（楮山四夫君） じゃあ、その前、先般、市

は適正規模検討委員会を設置されて、委員会の検討

もなされただろうと思うんですが、その結果をお聞

かせいただきたいと思います。 

○教育長（有村 孝君） ２ヶ年にわたりまして審

議をしていただきました、学校規模適正化検討委員

会の提言内容でございますが、本市の児童生徒数が、

ピークであった昭和36～37年に比較して、現在は５

分の１まで減少しております。このような状況の中

で、教育委員会といたしましては、本市の学校規模

はどうあるべきか、素直な意見を賜りたいとして、

学校規模適正化検討委員会を組織しまして、さまざ

まな観点から検討をお願いし、今年の１月に次のよ

うな提言をいただきました。簡単に申し上げます。 

 学校は児童生徒が健全に学び、互いが切磋琢磨し

ながら生きる力を養い得る場であるとともに、保護

者も安心して預けられる場でなければならないこと

等から、まず学校規模については、小学校の規模と

しては、教育活動の活力の維持及び複式学級の解消

の観点から、１学年15人から20人を超えることが望

ましいこと、中学校においては、各教科における適

正な教員配置やグループ学習、部活動等を通じ、切

磋琢磨しながら多様な教育活動を図る観点から、１

学年が２学級から３学級以上が望ましいこと、また、

学校の適正配置については、各学校とも耐震化工事、

大規模改造工事が完了していることから、児童生徒

の通学距離等を考慮した上で、既存校舎の活用を前

提に進めるべきことなどが提言内容となっておりま

す。 

○８番（楮山四夫君） 前回、このことについても、

この適正化委員会は統廃合を進めるということの委

員会ではないということも伺っておりましたが、適

正規模というのは、今ありましたように１学年２学

級以上、クラス替えができる状況のことを言ってい

るということも出ております。先日の新聞に、現在

の少子化の理由の中で、生徒児童数が1981年に

1,700万人いたのが、2012年には1,000万人に減った

と、700万人減っているんだということを出された

中で、４割以上減少したと、そういうことからも統

廃合をせんといかんという政府の方針だとは思うん

ですが、今さっき出ましたとおり、地区の意向を聞

くということは私も大賛成なんですが、ただ、この

極小規模校なんですが、保護者の方の意見をお伺い

する機会というか、お伺いされたことがございます

かね。そこらが一番の問題というか、解決策につな
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がると思うんです。地域としては学校がやっぱり欲

しいんです。学校までなくなれば、もう活性化どこ

ろじゃないと、過疎化がますます進んだということ

を私も聞きますが、要は保護者がどうお考えなのか、

ぜひ、そこをお伺いしてもらいたいなと思いますが、

いかがでしょうか。 

○教育長（有村 孝君） 保護者の意見を直接聞い

たということは、統合してくれ、あるいは統合しな

いでくださいと、こういうことはございませんが、

この学校適正化検討委員会からの提言書が私のほう

に提出された翌月の２月に、定例教育委員会にお諮

りしまして、提言内容の説明と、その取り扱いにつ

いて諮ったところであります。 

 その中で、教育委員の意見として、検討委員会が

提言した望ましい学校規模に適合する学校は、現時

点においても数校に限られております。つまり、小

学校も四、五校、中学校も１校、この適正規模から

外れているじゃないかという状況にあるということ

でございます。しかし、このことが何の注釈なしに、

そのまま外部に出ますと、うわさが先行しまして、

その結果、地域に不要な混乱を生じかねない、慎重

な取り扱いをしてほしい、段階的に地域に出向いて、

今後、丁寧な説明会を開催していく必要があるので

はないかというような提言もございました。 

 教育委員会制度や義務教育制度をめぐってさまざ

まな国の動きもあることから、課題整理を進めなが

ら今後も対処していきたいと思っております。 

 今のところ、保護者から直接聞き取りはしており

ませんし、また、御意見等もございません。 

○８番（楮山四夫君） 私が聞いたところでは、先

ほどから出ておるように、地域の方々に遠慮して本

音を言えないという実情にあるとも伺うんですよ。

ここらが、学びを高め、あるいは部活等集団活動と

か、そういうことらの、できたらそういうところで

勉強させたいと、こういうのがやっぱり保護者とし

ては願いなんですよね。 

 それで地域を重点にするのかどうかということも

含めて、今朝の新聞だったですね、さつま町が18校

を10校にするということ、それから薩摩川内市は既

に進めておりますけれども、旧東郷町ですね、５校

の小学校があるそうですが、これを１校にすると。

そういう方向で、この東郷の場合は、地域の方々が

ぜひそうしていただきたいと、こういうことで進め

られているということをお伺いして、ああ、地域で

もこんなに違うもんかなと、考え方がこんなに違う

もんかなということを感じました。今朝の新聞を見

て、どのようにお考えでしょうか。 

○教育長（有村 孝君） 私も今朝ほどの新聞を、

さつま町の例を見まして、本市の場合は、先ほど小

学校でも４校ぐらい、この適正規模から外れている

という学校もあるようでございますが、御承知のと

おり、特認校制度等を活用しまして、25名の子供た

ちが四つの小学校に分かれて勉学に励んでおります

けれども、今の実態、あるいは平成29年度までの児

童生徒数、あるいは学級数を見てみますと、複式学

級が１クラス増えていくかなというところもありま

すが、ほかの中学校あたりについては、２学級、あ

るいは３学級、４学級を維持していけると。４年は

ですね。ですから、地域の方のＰＴＡ役員とか個々

には、私は先ほどは全然ありませんと申しましたけ

れども、役員を離れての世間話としてはこういうこ

ともあるよねという話は聞いておりますけれども、

教育委員会のほうに来て、正式に申し入れというの

は聞いておりませんが、私としては、おそかれ少な

かれ、何年後かはわかりませんけれども、こういう

少子化の時代に、激減ではございませんけれども、

本市も微減をしております。平成30年度までは児童

数はつかめるんですが、それ以後は今のところつか

めませんので、減っていくということは予想はでき

ます。ですから、いずれは学校統廃合、そういった

ような学校種を変えるとか、小中一貫学校とか、そ

ういう形態にもっていく必要があるのかなと、時期

が来るのかなとは思っております。 

○８番（楮山四夫君） 今、一貫教育のことについ

ても出ましたので申し上げます。 

 小中学校の一貫教育についてですが、県内の実施

状況、あるいは本市の将来像というか、一貫校につ

いての考え方がありましたらお願いいたします。 

○教育長（有村 孝君） まず、小中一貫校の形態

について、大きく二つに分けられるようでございま
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す。 

 義務教育９年間を、小中学校の教育を一つの施設

に小中学校を設置するタイプの施設一体型小中一貫

校という形態がございます。同じ中学校区域の数校

の小学校を統合する際、その中学校とも統合して小

中学校という学校組織にして、同じ校舎で、教職員

等も一体的に運用するものです。このような設置を

している例としましては、県内では鹿屋市の花岡小

中学校、それから南さつま市の坊津学園、長島町の

獅子島小中学校の３校があるようでございます。 

 もう一つのタイプとしましては、それぞれの小中

学校の校舎をそのままにしておいて児童生徒や先生

が行き来することで、授業、あるいは校外活動、部

活動等を交流して連携する施設分離型小中一貫校と

いう形態がございます。薩摩川内市が実施している

のがこのような形態に入ると思います。 

 いずれにしましても、現行の学校教育法では正式

な制度ではないわけですので、教育課程特例校、あ

るいは研究開発校といった指定を受けて実施がなさ

れている現状でございます。 

○８番（楮山四夫君） 併設型、あるいは一体型と

いうことで、薩摩川内市は連携型一貫校というふう

にお伺いしたところです。 

 そうした中で、小中学校の先生方の交流を図れる

ということにおいて、中１ギャップが防げるという

ことをお伺いしたところなんですが、この中１ギャ

ップをいかにして防ぐかということが、また不登校

を防ぐということにもなるというふうにも伺うとこ

ろですけれども、いかがでしょうか。 

○教育長（有村 孝君） 学校適正化検討委員会の

中でも、小中一貫校についての検討もなされて、ま

た、今出ました中１ギャップの解消という観点から

も、少数ではありましたけれども意見として述べら

れております。 

 中１ギャップというのは、複数の小学校から生徒

が中学校に集まりまして、新たな集団生活が始まる

という人間関係上での変化。人間関係が変わるわけ

ですね。それから、小学校のクラス担任制から中学

校の教科担任制へ移行する中で生ずる新たな科目、

授業スタイル、授業の速度といった変化など、小学

校と中学校との間にある教育環境の変化を言います

けれども、その中１ギャップが不登校へつながって

いる可能性が高いという指摘もございます。 

 また、小規模校が潜在的に抱える集団性の欠如と

いう点を克服するためにも、小規模校同士の交流と

か、あるいは早い段階で小中学校の交流を実施すべ

きだという形で、小中連携の必要性、つまり小学校

統廃合に備えた対応策の一つとして、小中一貫校も

あるのではという意見が出されました。 

○８番（楮山四夫君） 先日の南風録に、新しい環

境になじむまでは誰でも緊張する。多感な年ごろは

なおのことである。中学校に入って変化に戸惑った

子供は少なくないだろう。教科ごとに先生がかわる、

先輩後輩の縦社会、一夜漬けでの備えのテキスト。

小学校とは大分勝手が違う。当時は体罰も珍しくな

かったし、ぼんやりとした不安をしばらく抱えてい

たのを思い出す。中１ギャップと呼ばれる、変化に

ついていけず、登校できなくなる子もいて、社会問

題となっていると。こういうことが先日の南風録に

出ておりましたが、統廃合ができないとすれば、私

はこの小中一貫教育というのも、やっぱり我が市と

しては考えるべきじゃないかと、川内方式の連携型

でいいんじゃないかというふうにも考えますので、

そこら辺のお考えをお伺いいたします。 

○教育長（有村 孝君） 今、まさに議員がおっし

ゃるとおり、もう離島では小中一貫校というのが制

度上はなくても、同じ敷地内で校舎は違いますけれ

どもやっている学校が多うございますが、文部科学

省が、義務教育学校、これも新聞でも報道がありま

したが、いわゆる小中一貫校の制度化に向けた学校

教育法の改正案を来年の通常国会に提出する方針と

の報道があることは私も承知しております。ですか

ら、来年度以降、国会で審議されて、小中一貫、い

わゆる義務教育学校という名称の学校ができていく

であろうと、また、促進されていくんじゃなかろう

かなと思っております。現在の学校教育法では、こ

の義務教育学校という校種はございませんので、法

を改正してということのようでございます。 

○８番（楮山四夫君） ぜひ、統廃合ができないと

すれば、そういう方向でも、この中１ギャップを少



 
- 17 - 

なくする、あるいは不登校もなくなるということに

もつながってまいりますので、そこら辺を、ぜひ考

慮いただきたいなと思います。 

 この項については終わります。 

 次に、学校給食の関係でございますが、学校給食

で食農教育及び地産地消の実施状況についてお伺い

いたします。 

○教育長（有村 孝君） 学校給食における地産地

消の取り組みにつきましては、地域の特産品である

しらす干し、あるいはきびなご、つけあげ、羽島の

ジャガイモ、市来のポンカンなどを現在使用してお

ります。平成24年度からは農政課と連携いたしまし

て、農業塾で収穫したニンジンやタマネギ、ジャガ

イモなどの購入もいたしております。また、平成25

年度からは、市来農芸高等学校の農産物の購入も始

めまして、使用量の増量を図っているところでござ

います。 

 各学校での食農教育の取り組みといたしましては、

学校農園で大豆やジャガイモなどの栽培を行ってお

ります。また、地域の方や保護者の協力をもらいな

がら、米づくりや茶摘みなどの体験を通して、食生

活が自然の恩恵の上に成り立つものであることにつ

いても理解を深め、生命を尊重する精神、並びに環

境の保全に寄与する態度などを養っているところで

ございます。 

○８番（楮山四夫君） 私どもは、先般、教育民生

委員会で先進地行政視察を行った中で、学校給食の

関係についてうまくいっているというか、そういう

ところも視察したところでしたが、そこは米飯給食

を週４回やっていらっしゃって、そのほとんどが地

元産を使っているということ、それから、旬のもの、

地区特産物というか、そういうものを給食に利用し

ながら、そのことを子供たちにも知らせているとい

うようなことも伺ったところなんですが、今の給食

について、そういうような給食時間に校内放送を通

じて、そういう放送を流しながら、今食べているも

のはどこどこ産のものだとか、あるいはこういうも

のだよというような、そういうことはなされている

のかお伺いいたします。 

○給食センター所長（鶴田 睦君） 学校給食の献

立につきましては、各学校の給食時間の放送の中で、

産地、また生産者等を児童生徒に紹介した中で、興

味を持った中で給食をとっていただくようにお願い

しているところであります。 

○８番（楮山四夫君） ぜひ、そういうものを、や

っぱり放送等を通じて、自分の地区でできた、ある

いは農家の方がつくったものだと、あるいは旬のも

の、こういうものは自分たちの郷里のじいちゃん、

ばあちゃん、あるいはお父さん、お母さんたちが難

儀してつくっているんだというような、そういう面

からの食農教育というのは、ぜひ大事だと思ってお

りますので、そこら辺についても考慮いただきたい

と。 

 それから、先進地で、給食費について、第２子半

額、第３子以上については無料ということで、非常

に子育てに力を入れていらっしゃったところで、人

口も微増の傾向だということもお伺いしたわけで、

やっぱりそういう面、ちょっとわからないにしても、

給食のこういう関係、あるいは医療費の関係、幸い

にして私どものところは医療費についても、中学校

まで無料化に今回なりましたけれども、その地区に

おいては高校生についても医療費についてというよ

うな、そんなことも伺いながら、やっぱり学校の給

食を通じながら子育てというのも大事かなというふ

うに思いましたので、そこら辺についてのお考えは

どうでしょうか。 

○教育長（有村 孝君） 学校給食費の助成につい

ての質問であろうと思います。 

 北海道の、この前視察をされたところはそういう

状況だったということでございますが、学校給食は

栄養のバランスにすぐれた献立を通して、成長過程

にある児童生徒に必要な食事を提供いたしまして、

食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけ

させるなどの、児童生徒の心身の健全な発達にとっ

て大きな教育的な意義を有するものでございます。 

 北海道の、先ほどありましたように、北斗市のよ

うに、子育て支援事業の一つとして、学校給食費の

助成を行っている自治体もありますけれども、学校

給食法第11条では、学校給食の実施に必要な施設及

び設備費、それに運営に要する人件費は設置者の負
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担とし、それ以外の食材料費等は、学校給食費とし

て保護者が負担すべきものであるとしております。 

 つきましては、学校給食法に従いまして、これま

でどおり給食費につきましては保護者負担にしてい

ただきたいと考えているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） この項については終わりま

す。 

 次に、学校施設の耐震化工事が平成27年度で終了

する計画ということでございますが、その後の整備

計画についてお伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 学校施設の耐震工事につき

ましては、おかげさまで平成27年度で終了する計画

となっております。その後の整備ですが、次の段階

としては、教育学習環境の充実といった観点から強

い要望があります、教室への空調機設置や学校運動

場の排水対策工事といった課題が控えております。 

 そういう状況でありますが、御承知のとおり本市

は耐震化工事と同時に大規模改造工事を並行して実

施してきました。そういった状況でしたが、耐震上

問題のなかった校舎等の大規模改造工事が残ってい

る状況であります。今後、それらについて取り組ん

でまいりたいと思っております。 

 例えば、全ての学校の普通教室に空調機を設置し

ますと、大体、全くの概算ですけれど、２億数千万

は建設費がかかるようです。したがって、これは国

の補助制度の内容なども検討しながら進めていかな

きゃいかんなというふうに今の段階では考えている

ところであります。 

○８番（楮山四夫君） この件についても、二、三

年前申し上げたところでした。 

 前回、トイレの洋式化について、同僚議員のほう

からも要請がなされておりましたが、この洋式化の

状況はいかがですか。 

○市長（田畑誠一君） 学校のトイレの整備状況に

つきましては、今のところ水洗化だけは全部済ませ

ているんです。ただ、今現代のこういう社会の環境

に備えて、水洗化はしているんですが洋式トイレに

してくれという要望が非常に多ございます。またし

かし、これも今度は不特定多数の皆さんが利用する

ことから、やっぱり衛生上の問題も考慮すべきだと

いう学校現場の声があります。ただ私は、私の考え

として、今の時代、これから先の時代を考えたとき、

例えば総合体育館は全部洋式にしましたけれども、

やはりそういう意見も踏まえながら、やはりしかし、

洋式を主体にして、和式混合という形で整備してい

くべきだと思いますし、そういう形で今進めており

ます。 

○８番（楮山四夫君） 私も洋式化についてはその

とおりだと思うんです。全てを洋式化することはな

いと思うんです。おっしゃるとおり、衛生上の問題

からというふうに感じます。そうした中で、五つあ

るとすれば一つか二つぐらいが洋式化されればそれ

で賄えるんじゃないかなというような感じもいたし

ておりますので、洋式化についてはそういうことで

いいんじゃないかと思います。 

 空調については、非常に、御承知のとおり暑い日

が続く中で、校長室はありますね、最近全部ついた

んですかね、そういうことですけれども、子供たち、

せめて低学年の、１、２年生のクラスだけでも、差

し当たって空調化というのはいかがなものでしょう

か。 

○市長（田畑誠一君） 今、先ほど答弁いたしまし

たとおり、幸い耐震化工事につきましては平成27年

度終了の予定であります。したがってその後は、耐

震化にする必要がなかったところの大規模改造やら、

大きなお金を伴うところはありますけれども、やは

り今言われましたとおり、空調設備も、非常に暑い

日が続くわけですけれど、近年、猛暑日ばっかりと

言っていいくらいの夏の状況であります。だから今

のところ、今、校長室とか、それから図書室とか保

健室とか、そういったところを今しているんですね。

ただ、全体を考えれば２億数千万と、今ざっと見込

んでいますけれども、できるだけ早い時期に、今言

われるような方向で取り組んでいかないかんなと。

一気にというわけにはいきませんので、そういう考

えが一つの方向性だと思っております。 

○８番（楮山四夫君） この件についても、一律に

はいかないと思います。冠岳のところでお伺いした

中では、空調もだけれども、あそこは２度ぐらい涼

しいと、２～３度涼しいから、空調もだけれども、
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蜂と蚊に悩まされていると。ですので、ぜひその対

策ということも考えていただきたいなということも

お伺いいたしましたので、つけ加えておきます。 

 さっき申し上げました、生冠中の校庭の排水対策

についてもお忘れのないように要望して、この件に

ついては終わります。 

 次に、最後になりますが、小中学校の運動会の開

催時期を見直す考えはないか、あるいはメリット、

デメリットについて、県内の状況等も含めてお答え

いただければと思います。 

○教育長（有村 孝君） 小中学校の運動会の開催

時期についてでございますけれども、生福小学校は

御承知のとおり、今年度、大規模改造工事の関係で

５月18日に運動会を実施いたしました。校長からは

１年生の指導をはじめ練習期間等の心配もあったけ

れども、熱中症等の発生もなく、校区と連携のもと

所期の目的を達成して無事に終了できたと、大変あ

りがたかったという声を聞いております。ほかの小

学校は９月から10月にかけて運動会、体育大会を計

画しているわけでございます。 

 なお、この運動会、体育大会の開催時期につきま

しては、幼稚園と小学校の合同開催とか、あるいは

小中学校の合同開催とか、地域との合同開催とか、

他の学校行事との調整、またＰＴＡ役員の説明等を

総合的に検討して、最終的にはその学校の学校長が

決定しておるわけでございます。もちろん１年ぐら

い前に決定するわけですけれども。そういうことで、

教育委員会といたしましては、校長会とまた連携し

ながら、例年どおりの実施時期と５月ごろの実施、

それぞれのメリットやデメリットを研究しながら、

また検討してまいりたいなと思っております。 

 県内のというお話もありましたが、県内でも、例

えば鹿児島市あたりでも十数校、それからお隣の日

置でも今年は４校だったですかね、これもいずれも

５月、６月ごろ、工事のために、あるいは運動場を

使えない、体育館を使えなかったためにということ

で、それで次年度から５月開催という傾向があるよ

うでございます。 

○８番（楮山四夫君） 今、教育長のほうからあり

ましたとおり、生福小学校については、私どもも本

当にどうなんだろうか、学校に入ったばかりの１年

生、あるいは校長先生も今回赴任されたばっかりの

校長先生、どんなもんだろうかというように私ども

心配したところでしたけれども、非常に好評でした。

それとすぐ後でしたけれども、福岡のほうで熱中症

で練習中に５人も倒れたとか、そういうようなこと

を伺う中で、練習はやっぱり一番暑い時期になる９

月、10月の運動会であるとすれば、そういうことも、

５月に変えるという方向も考えるべきかなというよ

うなことも感じたわけで、今回のこの質問といたし

たわけで、今後、十分検討いただきたいと思います。 

 これで私の質問を終わります。 

○議長（下迫田良信君） 次に、西別府治議員の発

言を許します。 

   ［11番西別府 治君登壇］ 

○11番（西別府 治君） 海岸線の総延長3,500キ

ロ、これは世界第６位の海岸線を有する海洋国家日

本であります。これからもこの資源を有効に活用す

ることが大切であると考えております。 

 しかし、現在、日本沿岸は5,000キロが磯焼けの

状態にあり、毎年50キロメートルの磯焼けが進行し

ています。この磯焼けした沿岸域の自然回復を図り、

本来の生態系を再生することは、自然資源の向上に、

さらには沿岸漁業の復活にもつながり、漁業者の増

加や魚介類の自給率の向上、そして地域の成長戦略

に大きく寄与すると思っています。 

 そこで、沿岸漁業の活性化推進についてですが、

藻場再生による漁場確保について、まず、磯焼けし

た沿岸域の自然回復状況について伺います。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 西別府治議員の質問にお答

えをいたします。 

 藻場の再生、魚族資源の確保、磯焼けの状況とい

う御質問であります。 

 全国的な藻場の磯焼けの状況等を例に出されまし

て、大局的な判断からいろいろ御質問をなさいまし

た。県内各地でそのように磯焼けがどんどん進んで

いる状況であります。本市ではこの磯焼け現象に対

応して、何とか食いとめたい、あるいは再生を図っ

ていきたいという思いで、市内４漁協の皆さんが、
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いちき串木野市藻場造成グループを構成しておられ

ます。そして、実際平成21年度から、ホンダワラ、

ヒジキの母藻設置や、アマモの移植、ウニ駆除など

を実施し、さらに平成25年度からは、市内４漁協の

共同漁業圏内に藻場増殖プレートを設置するなど、

藻場の機能保全回復に、懸命に今取り組んでおられ

る状況であります。 

○11番（西別府 治君） ４漁協の方々と、２回ほ

ど水産議連で、沿岸議連で会合を持ちながら進めて

きております。その中で、今おっしゃったようにホ

ンダワラの母藻であったり、かなりの部分で皆さん

が環境保全に取り組む姿勢というのを進めていらっ

しゃる、意識が高まってきているのが現状でありま

す。加えて、平成26年度予算にもかなりの今回は予

算がついているわけでありますよね。 

 その中で順調な伸びが今されている中で、漁場環

境整備の漁場環境保全創造事業というのが今回新し

く平成26年度の中で入っておりますよね。この中で、

本市が今までにない状態の中で進めている、この藻

場に関する再生の流れがあるわけですけれど、この

漁場環境保全創造事業を取り入れながら、２番目の

質問になりますけれど、本来の生態系再生による水

産資源が、現在かなり海の生態が荒れております。

それを復元していく中で、漁業者の減少対策にもつ

ながっていくのではないかなというふうに考えてお

りますが、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） これまで、たびたび西別府

議員からも御質問、御意見をいただいておりますが、

今まで４漁協、県も一緒になって取り組んだ一つの

成果としては、アマモが成長をしていると。それか

らアマモの成長にアオリイカとかコウイカの産卵が

見られるとか、それから藻場増殖プレートにホンダ

ワラ、海藻等が着床をするなど効果が確認をされて

おります。そして、やっぱり子供たちに、串木野小

学校、市来小学校、子供たちに、小学校５年ですか

ね、全員来てもらって、最初から投入するまでの準

備、その準備が終わるまで学習も兼ねてやっており

ますが、大抵いい結果だし、期待されているところ

であります。 

 また、市としては、もう御承知のとおり新規沿岸

漁業の就業者支度金とか支援金とか、それから市独

自の放流事業とか、それから人工魚礁の追跡調査と

か、豊かな海づくり、つくり育てる漁業ということ

で、議会の皆さん方の御同意をいただきながら進め

ております。 

 今回、そういった中で、この磯焼け現象をやっぱ

り危惧されて、国としても漁業環境保全、今言われ

ました、創造事業というのが始まったということは、

これは非常に画期的なことだと思うんですね。今ま

でるる述べてきましたが、こういったことに大きな

後押しになる。これは予算的にもですね、というこ

とで、藻場の造成に効果があるんじゃないかと。そ

してまた、当の４漁協の皆さん方も弾みがつく、元

気の出るいい事業じゃないかなと思いますので、こ

れは積極的に取り入れていくべきだと考えておりま

す。 

○11番（西別府 治君） この藻場環境保全創造事

業、これは市負担が400万円で、６倍事業ですよね。

６倍になる事業が今進んでいく状況であります。 

 藻場環境というのでこだわっていますけれど、水

域環境保全というふうにちょっと置きかえてみます

と、水域が非常に、我々の水域がかなり荒れてきて

いるから、これを保全してかなければならないとい

うのが大きな前提の中で、本市は特に、じゃあ藻場

を、県もそうなんですが、藻場を強く進めていこう

じゃないという特色の一つであるわけですよね、本

市の。 

 その中で2,400万円の予算が当初ついておりまし

たけれど、減額に、今回内示が今来ている状態であ

るとお聞きしております。やはりこのことは、先ほ

ども申しましたように、日本全国の海岸線が非常に

早いスピードで藻場がなくなって、磯焼けが増えて

いく状態が激しくなってきているのではないか。そ

れに対して国としても、それぞれの地域にそういっ

た予算を投下していきたいけれど、なかなかそれが

当初枠の全体予算の中でもできなくなってきている

可能性もあるのではないかというふうに考えます。 

 それから、復興予算の中でも、これも進めている

わけです。復興予算のほうにも予算が、こういった

水産の流れができていくというふうに考えておりま
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すので、市長は、今、鹿児島県漁港漁場協会の会長

であられます。そして、本市は藻場のこういった創

造事業についても単独でお金を入れながら、特色を

出されていらっしゃいますので、県はもう当然オー

ケーでしょうけれど、国のほうにもやはり力強い、

会長としての流れをつくっていただきたいというふ

うに考えますが、いかがですかね。 

○市長（田畑誠一君） 本市は、マグロ漁協、ある

いはまた農業のまち、いろいろありますが、またそ

の中で大きな沿岸漁業のまちでもあります。そうい

ったことで、議会の皆さん方から、早くから、ただ

補助事業でするだけじゃなくて市独自の事業をやら

ないかという強い要請を受けて、一昨年からでした

かね、市単独で魚礁設置も400万円計上をしたわけ

であります。それからスタートしたんですが、また、

稚魚の放流も独自にもやっております、補助のほか

にですね。皆さん方の要請を受けましてですね。そ

こで考えたのが、同じ市でお金を400万円出すんだ

ったら、国、県の補助事業に絡ませたら何倍もなる

んじゃないかということを考えまして、この、今、

６倍増の漁場環境保全創造事業を組んでもらったわ

けであります。 

 これからも、引き続きいろんな、今度もまた九州

大会とか、全国大会がございます。だから、当然、

この磯焼け現象、藻場の育成ということも、いつも

話題になって要望をしております。これからも、や

っぱり一番の原点だと思うんですね。藻場の効能と

いうのは稚魚の育成とかいろいろありますね。第一、

藻そのものをアワビも食べるわけですから効能は非

常に大きいと思いますんで、引き続き、国県を通し

て、あるいは県独自の、そして国へ予算獲得に、皆

さんと一緒に努力をしていきたいと思っています。 

○11番（西別府 治君） 漁業者の方も減額になる

のではないかなということも御存じでありますので、

それが少しでも、もとの金額に戻るように、どうか

市長、そういった力強い流れをつくっていただきた

いと思っております。 

 この藻場環境保全の事業の内容を少し説明します

と、大きな100メートル掛ける100メートルと仮にし

ますと、砂浜のところに、例えばその100メートル

角の海藻が入るところをつくるわけですね。そして

周りはブロックでしますけれど、中に自然石という

のを、石を入れまして、そこに海藻が入る。言えば

人工の磯をつくるみたいな感覚でしょうか。それが

今の環境保全ですね。そういった現在の磯がどうし

ても、いわゆる能力的に発揮していない部分を新し

くつくっていこうというわけですね。 

 この中で、海藻が入るのは年１回、胞子を出して

広がっていくわけですけれど、それを入れまして来

年にならないと海藻が生えてこない。１年越しの、

いわば事業と言いますか、海藻から見れば１年越し

のことになっていくわけですね。ですから、それを

もっと瞬間に広げていかないといけないんじゃない

かということで、母藻の設置、もとになる母藻の設

置を、今回まだそこまでは、今年平成26年度はいか

ないかもしれませんけれど、できれば投入があった

時点で、この母藻の設置を行って、そして海藻が生

えるタイムラグ、短い期間でかなりの海藻が生えて

くる、これを行うことが必要ではないかなというふ

うに考えております。 

 環境創造事業の大きな役割は、卵を産むところで

あったり、その稚魚が育つところであったり、安定

的に餌をとれるところであったりということになっ

ていきます。そのことが大きくなって、沖の、今回

10倍事業で人工魚礁を打っていくようになっていま

すよね、そちらのほうに行って、魚が大きくなって

いく。その流れをつくることが、私たちの水域の環

境を創造していく本来の役割であります。ですから、

もとになる、海のゆりかごとかいろいろ表現があり

ますけれど、ここをいち早く、海藻の繁茂を進める

ために、母藻の設置、なかなか国も今の状況であれ

ば減額内示ですからちょっと難しいような気がして

おりますが、でも、漁業者の方々の理解も上がって

きておりますから、さまざまな協力をもらいながら、

母藻設置を進めていく必要があるのではないかなと

いうふうに考えますが、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 私は、かねがね全国大会で

も提案理由の説明役を実は仰せつかりましたので、

本市の紹介と自分の思いも申し述べさせていただき

ましたが、私は、港は母だと思います。それから、
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漁場は銭を稼ぐおやじだと思ってます。そして、漁

村、環境、みんながそれを育んでくれる輪の役割を

しているんだということを私はいつも訴えておりま

すが、今盛んに、ずっと以前からも力説をしておら

れますけれど、やっぱりこれから先は、今まではど

ちらかといえば母なる港の整備に大金を、大きな事

業費を突っ込んできました。銭を稼ぐ漁場は、事業

費が少ないんですよね。ケーソン１個の金額で何千

万尾でも放流できるぐらいですよね。だから、やは

りこれから、もちろん漁港の整備などはまだしなき

ゃいかんですけれども、やっぱり水産業の振興全体

を考えたとき、漁場の整備、藻場の整備、それと流

通ももちろんですけれども、そういったつくり、育

てる基本になる環境の整備に力を入れていくべきだ

と思っておりますし、そのように訴えをしてきてお

ります。 

 これからも引き続き、皆さん方の御支援をいただ

きながら、御示唆をいただきながら、そういう漁場

の環境整備、きわめつけは藻場の整備ですけれども、

これからも取り組んでいきたいと思いますので、ま

た御指導、御鞭撻をいただきたいというふうに思っ

ております。 

○11番（西別府 治君） いわゆる生産者、漁業に

従事されている方々の意識の向上が、私は一番大切

であったのではないかなというふうに考えておりま

す。藻場を入れるということ自体も、なかなか理解

を最初はされなかったですね。藻場は、そのうちま

た生えてくっとよとかちゅうことで、なかなかされ

なかったですが、最終的には藻場の大切なことを皆

さんに本当によく理解をしていただいて、今はもう、

藻場をつくらないかんということを強く考えていら

っしゃいます。 

 10倍事業で人工魚礁を打っていきます。今年です

ね。羽島が３年前ですよね。去年が戸崎、市来です

よね。あと、照島、本浦が残っていたんですけれど、

これも同時に二つやろうじゃないですかということ

も前倒ししてもらって、二つ打つようになりました。

これも、やはりそのことは、一生懸命頑張っている

漁業者に対する意識が高まったことが、最終的には

そういった全体的な流れにつながってきているのか

なというふうに考えます。 

 そのことが、次に質問させてもらいますが、６次

化ですよね。生産に対する６次化が、農業は一昨年、

いわゆるリサーチをしながら方向性を決めていこう

ではないかということで、６次化についてはしまし

た。そして平成26年度で実稼働が今回されておりま

すね。その中で、漁業に対する６次化っていうのは、

なかなか具体的に生産者も少ないし、特殊な部分が

あったりいろいろするもんですから、なかなか進め

ていくことが難しい部分、ハードルが高いといいま

すか、あるというふうに考えております。 

 その中で、例えばちりめんをとることによって、

ほかの小さな魚が入るわけですね。未利用の魚とい

うのが発生してくるわけであります。ですからこの

未利用の魚が出てくることをうまく活用することが、

６次化への具体的な説明といいますか、漁業の場合

ですね、あると思うんですが、大変難しい、漁業の

６次化は難しいんですが、ここらあたりを一つの題

材にとりながら、漁業者の皆さん、生産者の皆さん

に６次化を広げていく、いかなければならないわけ

ですから、そういうような工程をつくっていく必要

があると思いますがいかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど楮山議員も農業振興

で御質問なさいました。やっぱり我が国では、本当

に第一次産業というのはとっても重要な産業ですよ

ね。ところがその一次産業が国の今の政策とかいろ

んな面がありますけれども、とにかく一次産業は、

どうも衰退をしてきている傾向にありますよね。貿

易との関係、いろいろあると思いますけれども、そ

ういう状況なんですが、要は、やっぱり所得を上げ

ることだと思うんですよね。総体的な所得に具体的

にはなるんでしょうけれど、それにはまず売り上げ

を伸ばすこと。それは流通もあるでしょう。それか

らコストを削減すること、いろいろあると思います

が、その一つがやっぱり６次産業化。無駄を省くと

いうよりも、活かすということですよね、生産した

ものを。活かすということですから、そういった意

味では、西別府議員御案内のとおり、本市の場合は

各漁協において、小魚、アジとかチコダイとかイト

ヨリ、イカなど未利用魚を活用し、南蛮漬け、煮つ
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け、照り焼き、あら炊き、かき揚げなど、加工、販

売をしておられます。これぞ私はまさしく６次産業

だと思いますよね、今やっておられることが。もち

ろん、これをいろいろ工夫をして盛んにせないかん

ですけれども。そして、そのことがやっぱり市内の

うんのもん、照島海の駅、市来のえびす市場、照島

海の駅食堂、これは実に、市内外、年間34万人の方

が訪れておられます。 

 今後も、県水産技術開発センターなどと連携をし

て、こういった未利用資源の活用や付加価値の向上

を図るとともに、ソフト面について、今年度創設し

ました６次産業化推進補助金などを活用して、大い

に頑張ってもらいたいなと思っています。 

 私は、実はきのうの昼、あるお店に御飯を食べに

行きました。そしたら、長島と言われましたかね、

行ったんだと言って、きのう行ってきたと言って、

お客さんがタコのてんぷらを持ってこられたんです。

それでいただきました。ああ、やっぱりこういう工

夫もあるんだな、こういうのがやっぱり６次産業だ

なというふうに、私はきのう思ったところです。き

のうの昼の話です。 

 各漁協、工夫をして頑張っておられますので、今

後はさらに、これまでの経験と実績を活かして、６

次産業化の推進補助金も活用していただいて、県の

皆さん方の指導もいただきながら、全て漁村の活性

化、結局、沿岸漁業の振興につなげていきたいとい

うふうに思っております。 

○11番（西別府 治君） タコのてんぷら、多分お

いしかったんではないかなというふうに思います。 

 ソフト面については６次産業化の支援を受けてい

きます。その流れの中を、じゃあ生産者として高齢

化が進んでいきますよね。なかなか少ないのに高齢

化が進んでいって、ソフト面の支援を受けながら進

めていきますけれど、一歩踏み出すのに、やはりか

なりの勇気が。労働力の低下、また組織のつくり方

の流れというのも、単漁協で進めるとなればなかな

か大変なものがあります。もちろんソフト面を重視

して、こうして６次産業化を取り入れていきながら

なんですけれど。 

 プラス、私もちょっといろいろ考えてみましたけ

れど、ブルーツーリズム、ツーリズムを今されてい

るじゃないですか。よそから子供たちが来て、地域

の方が一生懸命されて、いわゆる漁業体験であった

り、海とのふれあいをしたり、さまざまな連携を取

りながらブルーツーリズムがされていますよね。羽

島でも一生懸命取り組まれております。そして、今

度はそのブルーツーリズムをもっと次にステップア

ップしたときに、エコツーリズムということで、文

化や歴史や、そしてとれる魚の活用のあり方とかさ

まざまなのが、エコツーリズムとして、私は進化し

ていくんじゃないかなと。特に羽島地域はですね。

そのことが最終的には英国留学生の方々が行かれた

ということがもうできていますよね。だからそうい

ったいろんな方が今から入ってこられるわけですか

ら、今は羽島のほうに限定していますけれど、バッ

チ網のことなんですが、やはりそういったブルーツ

ーリズムから、今度はエコツーリズムへつながって

いく、一漁協で解決できない、そして一会社で解決

できない、その地域だけで解決できない、そのこと

を全体に広げて、ブルーツーリズムからエコツーリ

ズムに広げていって、それで、そういった未利用の

部分、生産の画期的な流れをつくっていけたらなと

いうふうに考えているところであります。 

 ソフトを活かしながら、そして漁業者の皆さんが

将来に向かって、少なくなっていくけれど、いろん

な皆さんの力をかりながら、地域を守っていこうと

いう強い気持ちを持っていただけるようにというふ

うに考えて進めていけたらなと思っております。ち

ょっと御意見があればと思います。 

○市長（田畑誠一君） 今、水産漁村集落地域とい

いますか、全体の振興のためにブルーツーリズムを

盛んにすべきだというお話であります。そして、そ

れをまたブルーツーリズムからエコツーリズムにま

で発展させたいというお話をなさいましたが、まさ

にそのとおりだと思います。 

 本市はグリーンツーリズムを始めましたけれども、

最初の年６校、２年目は８校、３年目はもう11校な

んですね。それでもうこちらで、市内で受け入れ家

庭の方も増えておられるんですけれど、それでも受

け入れきれずに、一部は日置市さんのほうにお願い
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をしているという状況まで発展してきています。で

きれば、これは受け入れ家庭の皆さん方が、みんな

自分の子供として思って、たった１日か２日なんだ

けれど、心を込めて大事にしてくださったからだと

思います。口コミでどんどん広がってるんですね。

これを言いますと、できれば１学年全部受け入れら

れるような受け入れ家庭が増えてくださったらなと。

努力をなさって増えつつありますので、非常にいい

ことだと、いい形になるなと思っています。 

 だから、漁業、海というのは、海そのものも魅力

ですけれど、海岸の景観から、もちろん漁獲される

魚から、たくさんの魅力があると思います。それは

レジャーにもなります。そういった意味で、やはり

海を活かした幅広い角度からの考え方を、全体のま

ちおこしに、お説にありましたように、持っていき

たいものだなと、いくべきだなというふうに実感と

して受けとめているところであります。 

○11番（西別府 治君） 意識向上によって、これ

だけ大きく流れが変わってきたというのは実感して

おります。漁業生産者の方々も実感されていらっし

ゃいますので、また先を見据えて一生懸命努力をし

ていきたいというふうに考えております。 

 これで沿岸のほうは終わりたいと思います。 

 次に、英語のまちを活かした串木野高校支援策に

ついてであります。 

 英語のまち、もうスタートしましてかなり実績が

積まれてきていらっしゃるんじゃないかなというふ

うに考えております。英語のまちの実績の現状につ

いて、小中学校の英語教育の現状について伺います。 

○教育長（有村 孝君） 英語のまちについてでご

ざいますが、英語のまち事業は将来のいちき串木野

市を担う子供たちに、国際化の中で生き抜く国際感

覚を身につけさせるために、国際共通語である英語

のコミュニケーションの素地能力を育むことを狙い

としております。 

 本事業では、中学生英検受験補助とか、あるいは

中学校英語力向上夏季セミナー、英語暗唱スピーチ

大会等を実施しておりまして、セミナーの参加者か

らは、ためになったというような、大方好意的な感

想が多数寄せられているところでございます。 

 小学校では、５～６年生で、担任が週１時間、外

国語活動の授業を行っております。中学校では各学

年とも英語担当教諭が週４時間、英語の授業を行っ

ております。また、本市が招聘しましたＡＬＴが、

生きた英語を通してコミュニケーション能力を高め

るようにしているところでございます。 

 成果と課題といいますと、毎年１月に実施されて

おります鹿児島学習定着度調査では、中学校の１年

生、２年生の英語課の成績も年々向上してまいって

おります。このように、英語のまちとしてのさまざ

まな取り組みの成果が出てきていると考えていると

ころでございます。 

○11番（西別府 治君） あんまり具体的に説明が

なかったんですけれど、市長のほうにちょっとお伺

いします。 

 英語のまち、ポリシー、これは本市のブランド化

を目指す、英語で、というふうになっているわけで

すよね。ブランド化なんです。それに対して、小中

の、今説明が少しありましたけれど、子供たちから

ブランド化を目指している。これは単独ですよね。

単独でされていますよね。ブランド化を目指すため

に単独でされていて、力強い流れが私は本市にはあ

るのかなというふうに考えます。他に類がないんじ

ゃないですかね、これだけ力を入れているところは。

私はそう思っています。だから、このブランド化を

進めている本市があるわけであります。 

 そこで、特色を活かしたということで、次の、串

木野高校存続のための英語支援で、留学や就職活動

に必要なＴＯＥＦＬの受験支援についてということ

でお伺いします。 

 もうＴＯＥＦＬについては、皆さん御存じだとは

思いますけれど、少しちょっと説明をさせていただ

きたいと思います。 

 1964年、50年前に、このＴＯＥＦＬは開発されま

して、英語を母国語としていない、英語を話さない

国の人たちの英語コミュニケーション能力をはかる

テストとして、アメリカで開発されました。もうこ

れ、50年たっているんですね。ＴＯＥＦＬというの

は余り聞きなれないんですけれど、50年たっていま

す。 
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 まず、目を使うこと、読む力ですね。そして耳で

聞く力。そして話す力、口で。そして今度は書く力。

この四つの技能を総合的に判定していく試験である

そうです。120点が満点なんですけれど、これは何

点が合格ということではなくて、得られた点数が何

点であるということで、あなたの能力が幾らですよ

ということで評価されるみたいなんですね。60点以

上ないと留学は受け入れるのはちょっと無理だと、

現地に行ってもらしいです。60点ですね。 

 そして、じゃあどんな国でＴＯＥＦＬが進められ

ているかというと、世界中の英語テストの中で、最

も幅広い国で受けられている現状であります。アメ

リカはもちろん、イギリス、オーストラリア、ニュ

ージーランド、カナダを含めたほぼ全ての大学でこ

れを採用しているみたいですね。130カ国、9,000以

上の機関、さまざまな機関がありますけれど、ＴＯ

ＥＦＬテストのスコアを、英語能力の証明、そして

大学に入るための入学、そして奨学金、そしてまた

卒業までに至る基準として利用をされているようで

あります。 

 ＴＯＥＦＬについてはこういった内容です。ちょ

っと先に説明をさせていただきましたけれど、串木

野高校については、昨年、支援策がありましたよね。

支援策での効果と実績というのが出てきていると思

うんですけれど、そこをちょっとお聞きしたいと思

います。 

○教育長（有村 孝君） ＴＯＥＦＬにつきまして

は、今説明がありましたように四つの英語の技能を

問うテスト、資格試験でございますけれども、120

点満点という話が出ましたけれども、さまざまな高

等学校とか、あるいは就職、大学入試、そういうと

ころで利用している学校はまだ少ないそうでござい

ますが。高等学校の場合はですね。 

 ちょっと話を戻しまして、串木野高校への支援に

ついて申し上げてみたいと思うんですが、国公立大

学の入学補助金、あるいは入学準備金補助金、模擬

試験受験料補助金、部活動応援補助金、英語検定・

漢字検定受験料補助金を実施しているところでござ

います。また、この６月の議会で議員の皆様方の御

理解をいただきまして、新たに土曜授業等講師料補

助金及び国公立大学受験料補助金の追加を考えてい

るところでございます。 

○11番（西別府 治君） 成果と、今度は追加支援

まで、今、話がありましたけれど、そこで、じゃあ

国はどうなっているんだということになってくるん

ですけれど、政府・与党の教育再生実行本部という

のがありまして、例えば、2015年を目途に、小中高

の一人ひとりにタブレット端末を配付したりとか、

佐賀ではもう今進めていますけれどね、ああいうこ

とを進めていきながら、電子黒板はもう今本市も進

めています。そして無線ＬＡＮ、これも進めていま

す。こういった都道府県に拠点を設けながら、いわ

ゆる先導的な教育のシステムをつくっていこうじゃ

ないかというふうに進めていこうということに教育

界はなっております。その中で、英語改革の抜本的

な方向性の中で、今申し上げましたＴＯＥＦＬテス

トの、全員が卒業までに45点、英検２級ぐらいに匹

敵するぐらいの力をつけていくことが必要ではない

かなというふうな流れが今あります。その中で、国

家公務員の採用試験等についても、ＴＯＥＦＬの一

定の成績を見ていくというふうにあるわけでありま

す。 

 グローバル化していきますよね。当然、グローバ

ル化していきます。そして、国際基準みたいなやつ

ですよね、ＴＯＥＦＬというのは。だから、そこら

あたりがあると思うんですけれど、このＴＯＥＦＬ

を、串木野高校の支援の一助として、本市が持って

いるブランド化、子供たちが、今、２学級を何とか

とめようとして努力をしておりますけれど、まだま

だいけるのであれば、また、いかんといかんわけで

すから、子供たちが小学校からどんどん大きくなっ

ていく、ブランド化をしっかりと胸に受けて、この

国際基準に適用していくような教育を受けられる串

木野高校の特色というのを設定できていけば大きな

支援になっていくのではないかなというふうに考え

ますが、教育長でよろしいですか。 

○教育長（有村 孝君） 英語のまちのブランド化

ということで、串木野高校を例にＴＯＥＦＬを活用

して、ＴＯＥＦＬの実力をつけさせていくと。55点

とか選考基準もおっしゃいましたけれども、今、鹿
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児島県内、大学もですけれども、小中学校ももちろ

んですが、このＴＯＥＦＬを学校全体で取り組んで

いるところはございません、私どもが調べた範囲で

はですね。ただ、今後は、今議員がおっしゃるよう

に、国もそう、県立高校をはじめとして、公立高校

をはじめとして、取り組んでいくだろうと。時代の

流れといいましょうか、英語教育の流れとしてはそ

ういう方向に向かっているということは事実であろ

うと察知しておるところでございますが、ただ、串

木野高校にも問い合わせたりして、ＴＯＥＦＬ的な、

こういう資格試験に今後取り組んでいく、あるいは

受験させていくことはといいますと、いや、まだそ

こまでは考えていないと。県内の県立高校が全てま

だ取り組んでおりませんので、レベル的にも非常に

高いＴＯＥＦＬでございますので、まだこれからと。

今、実用的なのは英検というのがございまして、こ

れで全国的に、あるいは県内も、英検につきまして

は、学校、あるいは個人で受験をさせているところ

はたくさんあります。 

 ブランド化という言葉のもとに、本市でもとある

んですが、今のとこそういうＴＯＥＦＬを用いてブ

ランド化というのはちょっと考えておりませんけれ

ども、また今後、しかし、検討させていただければ

なと思っているところでございます。 

○11番（西別府 治君） これ、ちょっと今から市

長にお答えいただきたいと思うんですけれど、英検、

それはやっていますよ、確かに。聞く能力、リスニ

ング能力なんですけれど、英検を悪く言うんじゃな

いですが、英検でのリスニング能力と、このＴＯＥ

ＦＬのリスニング能力では２倍ぐらい違います。２

倍ないと、結局、試験を受けても理解することがで

きないそうです。なぜそうかといいますと、英検で

あって、例えば留学しても、リスニング能力が、結

局２倍速で大体聞くことができないと、海外に行っ

ても会話ができないそうです。聞く能力が、判断が

できないと話すこともできない。結局は書くことも

できないらしいんですね。 

 インターネットを使っても、今、ＴＯＥＦＬも試

験をしております。模擬テストというのもインター

ネットで、自宅で、例えば学校で受けることも、お

金を払って登録をすれば可能なんですね。 

 ですから、ブランド化ももちろんですけれど、教

育長はやっていないよと、英検だよっていうことを

おっしゃっていますけれど、じゃあ、県内、鹿児島

学区内から人を呼び寄せようと。ちょっと少なくな

っていましたね、市外から入ってくる、串木野高校

に。だからそれも取り入れていける、英語を学びた

い、英語によって力をつけていきたい、グローバル

化を進めていく日本のためにやりたい、そういった

強い気持ちを、やはり醸し出すことができるように

していくことが、ちょっと気が入っておりますけれ

ど、私たちの大きな。せっかくブランド化をしなが

ら、これだけでき上がってきて、強い支援対策も進

めていく中において、私は必要ではないかなと。だ

から私立に行く方もいらっしゃるでしょうけれど、

ここの串木野高校に来ることが、ちょっと違う方向

に進めていくんじゃないかということですね。 

 そして、教育再生会議では目途にしていますから

ね。結構、前倒しでどんどん、どんどん、今、国は

進めている状態であります。他校がやっていないか

ら、県内がやっていないから、じゃあいいですよと

いうことには、私はならないと思います。ですから、

国全体がその方向に進んでいっているということを

考えれば、そういった模擬試験もあります。インタ

ーネットで受けるわけですから。そして本試験は鹿

児島大学でやっているんですね。年間30回～40回、

受けることができるんです。だから、自分の能力に

応じて、すぐ受けるということではなくて、自分の

能力が達成できた時点で、それだけたくさんのチャ

ンスがある試験であります。 

 ちょっと難しいということを言ってらっしゃいま

すけれど、難しいのは、教育長、いわゆるリスニン

グ能力なんですよ。リスニング能力を上げることが

できないから難しいんですよ。 

 そして、もう一つつけ加えて言いますと、もう今

から先の子供たちはもうパソコンが絶対必要です。

そして書くっていっても、インターネットでします

から、ここで手で書くんじゃなくてタイピング、打

つんですね。だから聞きながら打って、それを文字

化して答えを出していく。４時間半ぐらいの試験な
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んですけれど、全部、四つ合わせて。だからタイピ

ングもうまくならないと、当然受からないわけです。

海外に行ったら手書きで英語を書いてやったり取っ

たりはしないですよね。また日本でもしないです。

タイピングですよ。だからタイピングの勉強にもな

りますから、就職についても、そういった意味では

大きなプラス。普通科にいながら、そういった力を

つけていくことも可能であります。 

 いかがでしょうか、そこらあたりについては。 

○市長（田畑誠一君） これから先の社会、世界の

中で、英語力、とりわけ語学ですね。英語力、聞く

力、話す力というお話を力説をされましたが、まさ

にそのとおりだと思います。 

 私は、本市のまちおこしとして、ハード面もいろ

いろありますが、いわゆるソフト面といいますか、

強いて言ったら文化面といいますか、そういった意

味で、これから先は英会話ができなければ、私は競

争に勝てないと思っています。だから、英語のまち

ということを、本市の文化のブランドにしようとい

う思いで英語のまちを打ち立てました。 

 いろいろあります、思いは。考えてみれば、今か

ら150年も前、国禁を犯してまでですね。ばれたら

大変なことですよね、国禁を犯してまでイギリスへ、

将来の日本のために、日本を憂えて旅立った英国留

学生、これありですね。今ごろ、国際化時代と言い

ますけれど、150年前禁止されたころ行ったんです

から、これはすごいことだと思います。まさに国際

化だと思うんですね。 

 それと、戦後、敵と戦って、アメリカと戦って敗

れた日本人が、大陸に夢を求めて、サリナスに生福

の方々を中心にして渡られた。これもすごいことで

すね。今、議場ではちょっと話せませんけれど、も

のすごいつらい思いをされたらしいです。食堂にも

入れない。張り紙を張ったりあったらしいですね、

犬扱いにされて。すごい苦労をされたと思うんです。

それでも新天地アメリカ大陸に夢を求めて、日本人

であること、ふるさと人であることを誇りに闘い抜

かれたと思うんですよね。 

 そういったことで、まさに国際交流の元祖だと思

いますよ、このいちき串木野市は。そう言って過言

ではないと思います。だから再び、この21世紀の国

際化時代に、ここから再び世界に向けて情報を発信、

夢への半径を描きたいという思いであります。これ

は皆さん同じ思いだと思いますが、そこで今、かつ

ての名門校と言われた串木野高校がこういう状況で

あるということで、議会の皆さん方にお願いをいた

しまして、さっき教育長が述べたとおりの支援策を

して打ち立てさせてもらいました。さらにまたこの

議会に、新たな支援策としてお願いをしているとこ

ろであります。 

 そういったことで、今、言われましたとおり、ま

さに起爆剤といいますか、串木野高校再生の大きな

柱にＴＯＥＦＬを導入したらどうかという御提言で

あります。ＴＯＥＦＬは、さっき御説明あったとお

り、実用的な英語力をはかる、すぐれた、いわば境

地の学源だと思います。そういった意味で、このＴ

ＯＥＦＬを串木野高校に持ってくるということは、

今、串木野高校の再生を言うとき、串木野高校の魅

力度アップという大きな要因にはなると思います。

ただ、今現在の状況では、さっき教育長が申し上げ

ましたとおり、まだ県内でもそういう状況でもない

し、今の状況では、しっかり学校とも連携して、情

報の収集、研究というのをしてまいりたいというふ

うに現段階では考えております。 

○11番（西別府 治君） 必要性については市長の

ほうも御理解をいただいているというふうに私は考

えております。ですから、これは急ぐ必要があると

思います。そして、今の子供たちは私たちよりも、

入学する子供たちですよ、ＴＯＥＦＬのことについ

ても知っています、はっきり言いまして。そして、

ＴＯＥＩＣというのもありまして、これはいわゆる

ビジネス英語をかなり駆使できるようになる。これ

は990点満点なんですけれども、700点以上ないとう

ちの会社には願書を出さないでくださいと言わんば

かりに書いてあるんですね、700点以上の方とか。

そこまで、子供たちもＴＯＥＩＣについても知って

います。ですから、私は検討していく気持ちはあら

れると思いますから、今後、よくそういった流れを

知っていただいて、子供たちの力をつかまえる、そ

して、お父さんもそうですけれど、その保護者のお
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母さんの気持ちもつかまえる。串木野高校だよねと

言わせる、やはりそういったことが大きな力に、こ

れは今後なっていく。ましてブランド化を進めてい

る本市でありますから、すれば、かなり変わってく

ると思っております。もうグローバル化はとうに来

ているわけですから、この地から、この学校から世

界に通用する人材輩出をしていった地じゃないです

か、先ほど市長が言われたように。まさしくタイム

リーじゃないですか。しかも今度やるんですよね、

留学のあれも。だから、これはまさしくタイムリー

であって、強い意思で、市長、進めていただければ

というふうに考えております。 

 答弁はもうあれでしょうから。やる、やらんは市

長の腹だと思います。 

 最後になりますけれど、人口減少社会になってい

ますよね、今。そして沿岸もですけれど、英語のま

ちもそうですけれど、特色を活かしたまちづくりを、

私は進めていく必要が、また本市は進めていますね。

進めています。その中で、潜在能力で、市民の力で、

そして魅力ある町を、私は創造できていく、もうプ

ロセスに、どんどんどんどん、ロードマップが、工

程表ができ上がっていっているのが、今この本市だ

というふうに私は考えております。その中で、交流

人口から、今度は定住へ。例えば、英語のまちでブ

ランド化で、いいじゃない、あそこに家をつくって

住まわせれば、それはもう海外まで行けますよとい

うことにもつながっていくと思います。いかがです

かね。トータルそこらあたりの特色を活かしたまち

づくりの中で、市長、本当に人口減少社会ですよね。

それを克服していくためにも、さまざまな、今、沿

岸と英語のまちで話をしておりますけれど、必要性

があるというふうに考えておりますがいかがですか、

市長。 

○市長（田畑誠一君） 今、お述べになりましたと

おり、非常に懸念される人口減少社会でありますが、

二、三日前の新聞にも出ておりましたが、微増だけ

ど、女性の方の出生率が1.42でしたかね、に少し上

がったという。平成５年でしたかね、1.26まで落ち

たんですね。だからそういったことで、国のほうも

１億人を確保する大胆な少子化対策を打とうという、

国のそういう方針もお決めになるようであります。 

 これから、だから要は、こういった減少社会の中

で、どこでも地域間競争ですけれども、大きなやは

り、さっきＴＯＥＦＬで、英語のまちでということ

で特色を持たせるべきだという話ですが、やっぱり

全ての分野において、特色あることを発想をして、

大胆に行動を起こさなければ私は勝てないと思いま

す。ただ、そこで大事なのは、上ばっかり見てない

で、案外足元に宝があるんですよね。足元の宝を探

すこと、そしてまずお互いが協力することとか、そ

ういうやっぱり原点を大事にしながら、特色ある政

策を打ち出すことが、まさに大事だと思っておりま

す。全く同感であります。 

○11番（西別府 治君） これで全ての質問を終わ

ります。 

○議長（下迫田良信君） ここで昼食のため、しば

らく休憩をいたします。再開は午後１時10分といた

します。 

             休憩 午前11時56分 

             ───────── 

             再開 午後１時10分 

○議長（下迫田良信君） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 次に、西中間義德議員の発言を許します。 

   ［５番西中間義德君登壇］ 

○５番（西中間義德君） 通告に従い質問をいたし

ます。 

 高齢者の認知症に関するニュースが毎日のように

報道されています。愛知県では高齢者の認知症の男

性が線路に入り、電車にはねられ死亡し、介護をし

ていた高齢者の妻に数百万円の損害賠償の判決があ

りました。また、行方不明になった女性が施設で保

護されて７年ぶりにテレビの報道がきっかけで発見

されたり、さらに岩手県盛岡市の女性は、買い物姿

のふだん着で、700キロメートル離れた京都嵐山で

保護されています。認知症の高齢者は住基カードを

持っていたことから所在がわかったそうです。 

 そうした中で、国は団塊の世代が75歳以上となる

2025年をめどに、重度な介護状態となっても住みな

れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け
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ることができるよう、医療、介護、予防、住まい、

生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステ

ムを構築することを目指しています。今後さらに認

知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高

齢者を地域で生活を支えるためにも、地域包括ケア

システムの構築が重要となってきます。 

 地域包括ケアシステムは、保険者である市や県が、

地域の実情に基づき地域性に応じてつくり上げてい

く必要があるとしています。重度な介護状態になっ

た高齢者を住みなれた地域で自分らしくという理想、

理念はすばらしいと思いますが、それには地域での

住民の支えやお力をどうやってつくるかや、在宅介

護、在宅医療に向けて大きな意識の変革も大事にな

ってくるのではないかと思っています。 

 2025年を目指した本市の地域包括ケアシステム構

築に向けての現状を伺い、壇上からの質問といたし

ます。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 西中間義德議員の御質問に

お答えいたします。 

 まず、地域包括システムの構築につきましては、

今後10年先の、今、言われましたとおり、介護、医

療、福祉の将来像や地域の支援体制等を視野に入れ

ながら、第６期介護保険事業計画を策定することと

しているところであり、現在、県医師会、関係機関

などと在宅医療についての協議会が設置され、シス

テムの構築等について協議、連携を図っているとこ

ろであります。 

○５番（西中間義德君） 今、答弁がありました。 

 この第６期の介護保険制度をもとに2025年度まで

の分をつくり上げてしまおうというようなことで、

これから具体的にやっていくわけですけれども、10

年間というスパンの中で、本当に意識を変えていか

ないとできないのではないかというふうに思います。 

 この地域包括ケアシステムというのは、先ほども

言いましたように、重度な要介護状態となっても、

高齢者が住みなれた地域で医療や介護、住まい、生

活の支援などの必要なサービスを一体的に受けられ

るということを目指しております。 

 住まいという点では、昨年本市にオープンした光

里苑が国交省のホームページの中に高齢者多機能福

祉施設として紹介されております。また、このケア

システムは保険者である市や県が、地域の自主性や

主体性に基づいて地域の特性に応じてつくり上げて

いくことが必要であるというふうにしてありますけ

れども、全国で一律でないというのが、非常にある

意味では難しいのではないかなというふうに思いま

す。 

 地域包括ケアシステムの構築に向けての第一歩と

なる、医療・介護総合推進法案も今国会で審議をさ

れています。この法案が通れば、またさらに加速を

するというふうに思っております。 

 今日は主に、在宅介護と認知症対策について質問

をしたいというふうに思います。在宅介護の環境整

備についてですけれども、全国では2025年に65歳以

上が3,657万人となり、75歳以上は2,179万人と予想

されております。鹿児島県では2010年に75歳以上が

11万9,000人、2025年には1.15倍の13万7,000人と予

想されています。本市の高齢者世帯、独居世帯の実

態と2025年の推計、さらに介護の需要予測、要介護、

要支援について伺います。 

○市長（田畑誠一君） 在宅介護の環境整備につい

てであります。 

 本年５月末現在の高齢者人口は、本市の場合、

9,578人で、高齢化率31.9％となっております。国

立社会保障人口問題研究所による本市の2025年の推

計値では、人口２万5,844人で、うち高齢者9,815人、

高齢化率38％と予測をされているところであります。

また、平成25年４月現在の高齢者状況調査結果によ

りますと、65歳以上の独居高齢者が2,296人、高齢

者のみの二人暮らし以上世帯が2,004世帯となって

おり、今後も地域における高齢者介護、老老介護が

一層大きな課題であると考えております。 

 高齢者人口は現在も増加の一途にあり、この中で

本市の要介護認定率は平成26年４月で20.3％で、65

歳以上の方の５人に１人が要介護認定を受けている

ことになります。2025年の要介護認定者数の推計は、

先ほどの高齢者数から現状と同じ要介護認定率と仮

定をいたしますと、1,992人と推計されるところで

あります。 
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 このような状況を踏まえ、今年度策定予定の第６

期介護保険事業計画においては、地域包括ケアシス

テムの構築をすることで、在宅介護の充実や介護予

防の推進などにより、介護給付費の抑制を図ること

としております。 

○健康増進課長（所崎重夫君） 今、2025年度の推

計の中における要支援と要介護はどれぐらいかとい

うことですけれども、現在と全く同じ比率というん

でしょうか、それで推計いたしますと、要支援の方

が548人、介護１から５の方が1,444人ということで、

トータルが1,992人ということになります。 

 以上です。 

○５番（西中間義德君） 約9,800人ぐらいが高齢

者という形ですけれども、この高齢者の夫婦世帯、

そしてまた独居世帯というのは何世帯ぐらいでしょ

う。 

○健康増進課長（所崎重夫君） 2025年の独居世帯

とか高齢世帯の数ですけど、ちょっとそこまではま

だ推計をしていないところです。 

 以上です。 

○５番（西中間義德君） 現在の高齢独居世帯が

2,296世帯ということですかね。そうですね。 

 じゃあ、その要支援、要介護というのも現在の状

況と2025年は若干プラスになるというぐらいだとい

うふうに思います。これだけの方々が、介護者を地

域で見守る体制の構築と在宅介護への支援体制につ

いて伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 高齢者の地域での見守り体

制と在宅介護、家族への支援体制についてお尋ねで

あります。 

 独居高齢者に対しましては、在宅福祉アドバイザ

ー、ともしびグループによる定期的な訪問活動によ

り、声かけ、見守りをしてもらっています。また、

暮らしの安心・地域支え合い推進事業において、地

域支え合いマップづくりによる地域での見守りや、

在宅介護支援センターによる定期的な訪問、又は訪

問給食サービスなどにより、見守り体制が構築され

ているところであります。また、在宅介護家族への

支援としては、在宅寝たきり者等介護手当や紙おむ

つなどの支給事業などにより支援を行っている状況

であります。 

○５番（西中間義德君） さまざまな施策を答弁し

てもらいました。 

 高齢者を地域で見守るということは大変大事なこ

とだというふうに思いますけれども、高齢者が元気

で生まれ育った地域で過ごせるためには、介護状態

とならないような施策が大事だというふうに思いま

す。 

 先進地の事例として、埼玉県の和光市というとこ

ろが「介護が少ない和光市」とふうによく言われま

すけれども、10年前から既に取り組んでおられて、

今では介護の少ない和光市で有名になっております。

在宅介護を重視して、予防型の仕組みを確立する目

標を立てて、お年寄りを家から出して簡易型のトレ

ーニングマシーンを使って筋力アップを図り、転倒

防止を少なくする施策をしています。 

 この和光市の介護認定は全国平均が17.4％、本市

は、私が知っているところでは19.8％と思いました

けれども、20.3％とありますが、この半分の

10.02％の介護認定率という形です。それぐらいこ

の介護予防対策に力を入れているということで、今

後も在宅介護という形をしていくのであれば、介護

予防対策として今後、こういうものを取り入れなが

らやっていく考えはないか伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 高齢化社会の中で、これか

らどんどん進んでいくであろう社会の中で、大事な

のは、今、西中間議員がおっしゃるように介護をす

ることはもちろん大切ですけれども、介護をする状

態にならないようにできるだけその予防対策を日ご

ろから施すことが、まさしく今、西中間議員がおっ

しゃったとおりだと思います。 

 そういった意味で、本市がやっている努力として

は、65歳以上で介護認定を受けていない高齢者でハ

イリスクの方に対して、転倒予防教室、口腔機能教

室など衰えのある分野についての介護予防教室を開

催しております。平成25年の実績で申し上げますと、

延べ1,418人の方が参加をしておられまして、一定

の状態の改善に効果を得ているんじゃなかろうかと

推測をしております。 

○５番（西中間義德君） 先ほども本市の場合は
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20.3％の介護認定率ということで、先ほど言いまし

た和光市が10.02％、約半分ということを考えれば、

さまざまな施策を通しながら介護予防対策というの

をぜひ打っていただきたいというふうに思います。 

 今、市民の間では、この介護予防というのにジム

が非常に効果的だということで、テレビを見た人た

ちが総合体育館にあるジムへ行くけれども、専門の

方がいらっしゃらないと、自分たちで勝手に使って

いいものかどうか、逆に悪くなるのではないかとい

うのもあって、総合体育館２階のジムをもっと充実

できないかと。専門のトレーナーがいて、指導があ

って、トレーニングを受けられるようにすべきでは

ないのかなということでありました。専門のトレー

ナーを置くということはまた結構金がかかるという

ことになりますけれども、そういう考えはないかち

ょっと伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 総合体育館のトレーニング

ルームはおかげさまで毎日満杯なんですけれども、

これをやはり今、おっしゃいますとおり予防のため

に活用することは非常に大事だと思います。 

 そこで、今、御指摘ありましたとおり、御提言が

またありましたとおり、専門の指導者を置かなきゃ

いかんのじゃないかと。正しい器具の使い方がわか

らんわけですから、全く。そういうお話ですが、実

はそのとおり、来月に運動指導士を講師として、有

酸素運動や筋力トレーニングを取り入れた運動教室

を開催する予定であります。そして、それぞれの

個々の体力に合わせて健康づくりに活用していただ

くことで介護予防や生活習慣病の予防、改善に効果

が期待されるんじゃないかなというふうに考えてお

ります。 

○５番（西中間義德君） ぜひ、そういうトレーナ

ーを置くというのを初めて聞きましたので、そうい

うことを利用しながら、高齢者というか、それに近

い方々の予防対策というものをしっかりやっていた

だきたいというふうに思っております。 

 在宅医療・介護を推進していくというのであれば、

何よりも大事なのは、相談をする施設があれば、介

護される家族というのは安心されるというふうに思

います。そういうものがないと、在宅で介護をしよ

うという者はないのではないかと思います。そこで、

24時間対応の定期巡回、随時対応型介護の取り組み

の状況を伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 在宅医療を推進していくた

めには、今、お述べになったように、24時間体制と

いいますか、24時間対応の定期巡回、随時対応型の

訪問介護及び訪問看護は重要な役割を担う事業であ

ると思います。ただ、現在本市には訪問看護ステー

ションが１カ所しかございません。市としては在宅

介護を推進する上で24時間対応の事業所の開設が進

むように、今後も検討してまいりたいと思います。 

○５番（西中間義德君） この24時間対応は本当に

きちんとしていかないと、在宅介護、在宅医療とい

うシステムを運営していくことはできないというふ

うに思いますので、ぜひ今後とも、これから構築し

ていくわけですので、これ以上はしませんけれども、

きちっと医師会と連携を取りながら、していただき

たいというふうに思っております。 

 厚労省の試算では、2025年の介護保険の推計を出

しております。介護保険が始まった2000年は、介護

保険料の全国平均が2,911円でした。第５期の介護

保険料の全国平均が4,972円です。2025年には1.6倍

の8,200円を予測しております。現在の基準値が、

県が5,400円、鹿児島市が4,863円、薩摩川内市が

5,800円、日置市が4,980円です。本市が全国平均よ

り1,053円高い6,025円で、県内で一番高い介護保険

料であります。この基準値に簡単に1.6倍すると

9,640円となり、１万円を超えるのではないかとい

うふうに思います。 

 2025年の本市の介護保険料の推計が幾らか伺いた

いと思います。 

○市長（田畑誠一君） 今、厚労省が試算といいま

すか、発表した数字をお述べになられました。今よ

り1.65倍に2025年にはなって、8,200円程度を予測

しているというお話であります。 

 このことから、地域包括ケアシステムなどを新た

に構築していく施策等を打ち出しておりますが、構

築した場合の介護保険料についての試算は示されて

おりません。本市においても、2025年に向けて地域

包括ケアシステムの構築を、第６期介護保険計画に
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取り組んでいく位置づけは行いますが、2025年にお

ける介護保険料の推計をすることは今のところ考え

ておりません。 

○５番（西中間義德君） 推計をするということは

考えていないということですけれども、仮に今の状

態でいくと、介護保険料は上がってくるというふう

に思います。本市の場合は、施設を増やして待機者

を減らすということで施設をつくって、6,025円に

上がってもいいよということで、そういうような施

設をつくっています。しかし今後、介護施設が増え

ました、介護者が増えました、介護保険料も増えま

した。払ってくださいと言われても、払えないんじ

ゃないかと思うんですよ。国の試算でも8,200円で

すね。計算はできて保険料が決まったにしても、払

えないのではないかと。するとまた未収も出てくる。

そういうことで、そのためには今のうちに介護保険

を使う量を少なくするというか、介護保険が安くて

済むような形の施策をいっぱいしていかないと、今

後行き詰まるのではないかというふうに思います。

その辺はどうでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 介護保険が始まったのは、

平成13年でしたかね。記憶違いかな。平成12年です

かね、スタートが。そのころとしますと、もう倍以

上に今でもなっているんですよね、保険料が今。お

話になられましたとおり。また、さっきの推計では

また今の倍ということですから。 

 実は、全国市長会等でも、この介護保険そのもの

の制度自体に行き詰まりといいますか、ちょっと展

望が持てないんじゃないかと。だから、保険者その

ものを県に移したりとか、そういった形を今後はと

らなければ、あるいは国がもっと面倒を見るとか、

やっていけないんじゃないかという議論が盛んに今、

行われております。 

 いずれにいたしましても、冒頭からお話をなさっ

ておられますように、大事なことは予防だと思いま

す。そういった意味で、お互い予防に対する、今で

も転倒防止の教室とかいろいろなことをしておりま

すけれども、市民の皆さんに対する啓発活動、そし

て市民の皆さん方のそういった健康に対する意識を

またさらに高めていただくという、そういうことを

足元から、お互い全部を挙げて考えなきゃいけない

ということが懸念されていると思っております。 

 したがいまして、できるだけ当面、今、市として

は介護予防に力点を置いて、啓発活動などを進めて

いかなければならないというふうに思っております。

そういったこと等も含めて、今度は第６期の介護保

険計画を、保険料ももちろんですけれども、慎重に

この計画をつくっていきたいというふうに思ってお

ります。 

○５番（西中間義德君） あらゆることを想定して、

そして本当に介護予防という形での施策を充実させ

ていくということが一番大事だというふうに思いま

すので、しっかり取り組んでいただきたいというふ

うに思っております。 

 次に、認知症予防策と見守りについてですけれど

も、今、認知症に関するニュースが毎日のように流

れております。認知症とは、いろいろな原因で脳の

細胞が死んだり、働きが悪くなるためにさまざまな

障害が起こり、生活する上で支障が出ている状態

（６カ月以上継続をする）を指すというふうにあり

ます。 

 認知症を引き起こす病気のうち最も多いのは脳の

神経細胞がゆっくり死んでいく変性疾患と言われる

病気で、アルツハイマー病、前頭側頭型認知症など

がこの変性疾患に当たるとあります。認知症は85歳

以上の４人に１人がその症状が出ると言われており

ます。2015年、来年の国の推計では、国は345万人

ですけれども、2025年には470万人に増加すると予

測されております。 

 本市の2025年の認知症患者の推計について伺いた

いと思います。 

○市長（田畑誠一君） 認知症の予防と見守りとい

うことだと思いますが、2025年の認知症高齢者の推

計でありますが、本市では、平成25年10月現在で要

介護認定高齢者のうち、認知症自立度２以上の方が

1,293人おられます。高齢者に占める割合で申し上

げますと、13.7％に当たります。 

 先ほどお述べになられました厚生労働省の推計に

よりますと、軽度認知症の方も含めますと４人に１

人と推計されておりますので、本市では軽度者を含
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めると、これで推計しますと全高齢者のうち2,400

人ぐらいになるのではなかろうかというふうに推計

されます。 

 そのため、2025年の高齢者人口が9,815人、高齢

化率が38％と推計されていることから、現状と同じ

発生比率と仮定しますと、認知症高齢者が４人に１

人ですので、2,453人と予測されます。いずれにし

ましても、認知症高齢者の方は増加傾向にあること

から、はっきりした予想はできないところでありま

す。 

○５番（西中間義德君） 推計で2,453人というふ

うに、かなりの方がそういう軽度認知症の障害を持

っているというふうにありました。 

 認知症も早期発見が大事だと言われております。

軽度認知障害は認知症の前段階の状態で、年を重ね

るごとに伴う物忘れに似ているために判別が難しい

と言われています。軽度認知障害の人が適切な予防

なしに放置された場合、５年間で約半数が認知症に

移行するという報告もあります。 

 今年の２月の南日本新聞の時事春秋に南大隅町で

認知症初期集中支援チームリーダーの今隈満リーダ

ーのインタビュー記事が掲載されておりました。そ

の中で、認知症の早期発見がなぜ必要なのかという

問いに対して、徘徊や暴力的な言動など重症になる

と家族や近所ではとても手に負えない。病院や介護

現場では職員が疲弊し、他の病気の治療も難しくな

る。症状が悪化する前に対応すれば、それらの負担

を小さくできると言われていました。 

 埼玉県の幸手市では今年１月から認知症予防事業

として頭の健康チェックを導入して、認知症予防に

役立てています。チェック方法は職員がパソコンを

使って簡単な10個の単語を復唱しながら思い出すこ

とを３回繰り返した後に、関係のない質問を挟んで

最後に10個の単語を可能な限り思い出してもらうと

いうもので、１回のテストは10分程度で終わり、判

定をしています。軽度認知症を97％の精度で判別す

ることができるといいます。市の担当者は、認知症

に特効薬はなく、予防で食いとめるしかない。軽度

認知障害の段階ならば適切な予防で改善する可能性

があり、この健康チェックを通して介護予防の意識

を高めてもらうことが目的と言われています。 

 こうした取り組みは全国の自治体で３例目だそう

ですけれども、本市でも早期発見につながる頭の健

康チェックを取り入れる考えはないか伺います。 

○市長（田畑誠一君） 先ほどからお述べになって

おられますように、認知症は軽度のうちに認知障害

の段階で早期に発見して、早期に対応することが重

要だと思います。現在、いろいろなチェックシート

などのスクリーニング方法が研究をされております。

本市でも今後、認知症予防教室開催時など、どのよ

うな場で、どのようなチェック方法を活用したほう

が御本人に不安を与えず、また、その後の予防や治

療の可否などの適切な判断が行われるかなどの検討

とあわせて導入をしていきたいと考えております。 

○５番（西中間義德君） さまざまな方法があると

思いますので、認知症の予防をするということが大

事ですので、しっかりそういう取り組みをしていた

だきたいと思います。 

 先日の報道では、認知症の行方不明者は１万322

人と、そのうち98％の所在が確認されていますけれ

ども、388人が死亡していました。151人が今なお行

方不明のままですので、そういう意味では少しでも

認知症患者を出さないためにも、さまざまな認知予

防対策を打つべきだというふうに思います。 

 次の質問に移りたいと思います。 

 認知症サポーターの育成について伺います。 

 在宅での医療・介護を目指す中で、徘徊しても安

心な町とよく言われますけれども、を目指すには認

知症の方々の見守りは大変重要になってくるという

ふうに思います。 

 私たちの集落では、今年のお花見が始まる前に、

地域包括センターの講師が来て出前講座を行いまし

た。それが終わった後に、格好よく言えばオレンジ

リングですけれども、オレンジのこういったゴムで

すけれども、１時間の講習が終わった後にパンフレ

ットとこのリングを渡されて、認知症のサポーター

ですよということで、私も認知症のサポーターにな

ったわけですけれども、現在、認知症サポーターは

何名で、目標は何名になのかを伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 認知症サポーターの養成に



 
- 34 - 

ついてでありますが、平成21年度からこの養成を始

めておりますが、21年度は回数が22回、受講してい

ただいた方が944人でした。 

 26年は始まったばかりですけれども、これまでに

2,000人を超えるサポーターの養成をしております。

認知症の方や御家族に地域での声かけ、見守りなど

の支援をしていただいけるような体制づくりに努め

ておりますが、今後は地域だけでなく、職場や児童

生徒などへも対象を拡大していく必要があるんじゃ

ないかと考えております。 

○５番（西中間義德君） これはやはり啓発をし続

けることが大事だというふうに思います。例えば、

夏にはさのさ祭りがありますけれども、踊り手の何

人かの方にお願いして、認知症サポーターの講座を

受けてもらって、そしてオレンジリングをつけてさ

のさを踊るのもいいのではないかというふうに思っ

ておりますけれども。 

 今、市長のほうからもありましたけれども、さま

ざまな形で地域で、子供たちで認知症を見守ってい

くということが大事だということでありましたけれ

ども、やはり在宅医療、在宅介護をするというので

あれば、地域の周りの人たちの認識を本当に変えて

いくということが大事だと思います。 

 先日、介護従事者の方と会ったときにおっしゃっ

ていましたけれども、認知症のことをまず家族の人

に理解をしてもらいたいというふうに言われていま

した。隠すとか、知られたくないというか、そうい

うのがあると。そして、家族が不安になるから本人

もなおさら不安になると。そういう意味では、家族

に対してしっかりそういうものを教えてもらいたい

というふうに言われておりました。私の同級生が近

くにいる母親を見ているわけですけれども、その同

級生が言っていましたけれども、こちらが心を豊か

にしていないと感情的になるというふうに言ってい

まして、そういう意味ではどう対応していけばいい

かというものを市民に教えていくというのは大事な

ことではないかというふうに思います。 

 先ほど市長は、これから地域、職場でさらにサポ

ーターを育成するというようなこともおっしゃって

いました。大阪の泉南市では、高齢者が徘徊して死

亡したことをきっかけとして、３世代にわたってこ

のサポーターを養成しています。幼稚園、保育園が

リトルキッズ、小学生がキッズサポーター、中学生

がジュニアサポーター、高校生がヤングサポーター

と、３世代にわたっての認知症のことを教えており

ます。 

 本市でも検討して、認知症対策として若い世代の

サポーターを育成する考えはないか、もう１回伺い

たいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 今、御提言ありましたとお

り、認知症を見守るというのは、御家族の方も大変

だと思うんですけれども、御家族の方、そして周り

の方が理解をする。さっき、お友達の話、豊かな心

とおっしゃいましたか、そういう気持ちで見守らな

ければ、認知症の皆さん方を守っていけないと思う

んですね。認知症の皆さん方に一層不安をかき立て

るようではいけないわけでありますから。だから、

そういった意味で今、本市の場合は21年度から延べ

2,000人を超える、2,013人となっておりますが、認

知症サポーターの養成をしておりますが、幅広く社

会全体で支え合う、社会全体で認め合う、そういっ

た気持ちになるべく、今、申し上げましたとおり職

場とか児童生徒などにもその輪を広げていくべきだ

なというふうに思っております。 

○５番（西中間義德君） ぜひ、子供たちにもそう

いうことを教える場をつくっていただきたいという

ふうに思います。 

 先日、先進地視察で伺った伊達市では、食育とし

て市内でとれる農水産物がファイルに書いてあって、

その裏に絵が描いてあって、その裏には名前が書い

てある。そういうファイルを小学生、中学生全部に

配ったというふうに言われておりました。食育とし

て、子供たちにもきちんと我が市でとれる農水産物

ということで、どれぐらい知っているか、どういう

ものを食べているかというのをするために、子供た

ちに配ったということがありました。 

 福岡の浮羽市に行ったときも、食育の一環として、

幼稚園生にみそづくりであったり、梅干しづくりを

教えておりました。そういう意味では、小さいうち

からしっかり認知症に対することを教えていくこと
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が大事だというふうに思います。 

 次に、鹿児島市では認知症サポーターから一歩踏

み込んで、認知症と思われるひとり暮らしの高齢者

の見守り、家族への支援を行う認知症等見守りメイ

トの育成をしています。講習は２日間で、座学と実

習が必要ですけれども、平成25年に開始して約140

人が見守りメイトになっています。本市でも認知症

見守りメイトを育成する考えはないか伺います。 

○市長（田畑誠一君） 鹿児島市の見守りメイトは、

認知症本人や家庭に一歩踏み込んで見守り支援をす

るもので、接し方や相談の受け方、権利擁護などの

講習を受講された方々です。本市としては、当分は

認知症を正しく理解し、認知症の方やその家族を自

分のできる範囲で暖かく見守り、支えていく認知症

サポーターの対象者を拡大していくことを目標とし

て、養成講座の強化に努めていきたいと考えており

ます。 

○５番（西中間義德君） しっかり見守りをしてい

くということで、見守りメイトについては検討とい

う形だと思いますけれども、先ほど最初のほうにあ

ったように、支え合いマップというか、そういう形

での見守りという形もどんどん推進していただきた

いというふうに思います。 

 社会福祉協議会のホームページを見ましたら、川

南の払山公民館と松原公民館がこの支え合いマップ

の講習を１回やったというのを書いてありました。

おおむね50世帯を対象にして、地域のことをよく知

っている人が集まって、そして畳１枚ぐらいの住宅

地図に気になる人を書き上げていくと。ひとり暮ら

しの高齢者、老老介護、在宅介護世帯とか、そうや

って見える化をしていくということが大事だと思い

ますけれども、そういうのもさらに普及をさせなが

ら、認知症の方々を具体的な形で見守る体制をつく

っていくべきだというふうに思います。 

 次に、認知症カフェについてですけれども、認知

症カフェはオランダやイギリスで始まり、国内でも

各地の自治体のほか、ＮＰＯ法人や社会福祉法人な

どが運営を始めております。認知症の方や介護で悩

んでいる家族の会員の方たちとお茶を飲みながら懇

談する場であります。週何回と決めて、そこには医

者やケアマネジャーの資格を持つ方も加わり、介護

の経験を語ったりすることで気持ちが安らぐと言わ

れております。 

 国が2012年９月に策定した認知症施策推進５カ年

計画、オレンジプランで認知症カフェを今後の対策

の柱と位置づけております。こういうカフェに足を

運んでもらい、早期発見治療につながる、また交流

を通じて症状をおくらせる効果が期待できるともあ

ります。認知症カフェを推進する考えはないか伺い

ます。 

○市長（田畑誠一君） 認知症カフェにつきまして

は、現在全国各地で取り組まれており、運営母体も

ＮＰＯ法人などさまざまで、その効果は家族の皆さ

んの横のつながりの強化や、認知症の人が生き生き

と過ごせる場となるなど、社会とつながることによ

りよい影響が見られているようであります。 

 本市におきましては、認知症の人とその家族の会

があります。現在約30人の方々が２カ月に１回程度

集う機会を持っておられ、地域包括支援センターも

いろいろな支援をさせてもらっているところであり

ます。今後、関係者の方々の意向もお聞きしながら、

本市でも立ち上げの予定があられる場合には、どの

ような支援が可能かなどを検討してまいりたいと思

います。 

○５番（西中間義德君） 認知症家族の会云々もあ

り、語り合う会というか、そういうのもあると聞い

ております。そういうものは、地域にあちこちあっ

たほうが行きやすいというふうに思いますので、今、

さまざまな支援ができるかどうか検討するというこ

とですので、ぜひそういう家族の方が安心して語り

合える場というのをつくっていただきたいというふ

うに思います。 

 市長はユマニチュードって聞いたことありますか。

ユマニチュード、これは先日ＮＨＫのテレビで初め

て見ましてびっくりしたんですけれども、フランス

で考案された介護のケアの一つの方法で、ユマニチ

ュードというのは人間として接するという基本があ

るそうで、基本は見る、話す、さわる、です。認知

症の人たちが寝たきりでいらっしゃいますよね。そ

して手足の拘束があったりとかして、うーっとか言
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いますね。そして歯磨きをしようと思ってもなかな

かさせてくれない、手を払いのけてさせてくれない。

そういう人をユマニチュードというのを考案した人

が正面から見る。認知症の方は視野が狭くなってい

るので、前から見るという形で顔を見る、そして話

してあげる、そしてさわる。つかむというのは不安

を感じるそうです。そうすると、その人が今までは

そういう状況の人が、本当に二、三分のそういうあ

れで意欲的になるんですね。動いてみよう、歩いて

みようというか。１回見られたらと。これが今後の

一つの認知症に対するケアのあり方として、また今

後発展していくのではないかというふうに思ってい

まして、大変に興味深いものでした。また機会があ

れば、ぜひと思います。 

 地域で安心して高齢者を見守るために医者が往診

に来てくれるかどうかということで、それには、医

師会との連携なしではできないと思います。先日の

報道で、災害時の医療救護活動を医師会と市で協定

を結んだとありました。また、医師会在宅医療推進

事務局からの「頑張り過ぎない介護を応援します」

というパンフも非常にわかりやすいものでありまし

た。 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、医師会と

の連携の状況について伺います。 

○市長（田畑誠一君） 在宅医療における医師会と

の連携についてであります。 

 本市医師会におかれましては、平成25年度から在

宅医療推進に向けて取り組まれており、その中で訪

問診療医の不足、訪問看護ステーションの不足など、

在宅診療に係るマンパワーが不足しているという課

題があるようであります。そのため、今後も在宅医

療従事者の負担軽減の支援などについて関係者で検

討をしていただくことになると考えております。 

 また、市民の皆さんへの普及、啓発が大切である

ことから、医師会と協力してパンフレットの作成、

配布をしたり、今月から職員による出前講座などに

医師会も一緒になって地域で在宅医療説明会を行う

予定であります。 

○５番（西中間義德君） 在宅医療を進めるのであ

れば、本当に医者が往診に来てくれるというのは大

事だというふうに思いますし、また、在宅でも医療

を受けられるというふうに考えを変えていかないと

できないのではないかというふうに思います。 

 そういう意味では、先日の朝日新聞に、大学病院

に勤務されている方で、20年前から在宅医療を始め

られた太田秀樹ドクターについて、「在宅医療で見

えたもの」と題してインタビュー記事が掲載されて

いました。約１ページにわたってですね。それに非

常に感銘したんですけれども、日本は病院で８割が

亡くなる。がん患者の場合は９割、日本は病院死の

割合がとても高い。アメリカはともに４割前後、オ

ランダは全体の病院死が35％、がん患者は28％です

と。昔は日本でも自宅で亡くなるのが普通でしたと

ありました。また、どれだけ手を尽くしても人は死

ぬのです。もう医学の限界を認めなければなりませ

ん。超高齢化社会を迎えるに当たって、治せるもの

は病院で治すが、治せないものは治せないと、患者

や家族、医療関係者を含めた社会全体が受け入れる

ことが必要です。そうでないといつまでも病院で濃

厚な医療をすることになる。必要なのは１分１秒で

も長く生きる長寿ではなく、天寿を支える医療です。

例えば、最期のときに病院に運んで治療するのでは

なく、家族が休暇を取ってそばにいる医療です。そ

のためには、死を受け入れる覚悟が必要です。少し

でも長く生かそうと死のそのときまで点滴を続ける

ことがありますが、点滴をすればむくんで苦しくな

る、しなければ眠るように安らかに旅立ちます。と

いうのが書いてありまして、非常に感銘を受けたと

いうか、これからこういう考えが必要になってくる

のではないかというふうに思います。 

 次に、地域包括センターの名称について伺いたい

と思います。 

 これから地域包括支援センターの役割は増してく

ると思います。ケアシステムの構築の要だというふ

うに思います。しかし今、携わっておられる方はよ

く理解をされていると思いますけれども、市民の間

にはよく理解をされていないというふうに思います。

鹿児島市では長寿安心相談センターを通称として使

っています。本市でも市民が親しみやすいイメージ

ができるような通称をつける考えはないか伺いたい
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と思います。 

○市長（田畑誠一君） 地域包括支援センターの名

称についてでありますが、本市におけるこの名称の

認知度について、昨年の９月に調査をいたしました。

その結果では、名称を知っていると答えられた方が

65％、そのうち業務内容まで認知している方は25％

でありました。県においても地域包括支援センター

という名称でテレビコマーシャルなどを行っている

ことから、本市でも地域包括支援センターの名称は

このままで各種の業務を行う中で、多くの市民の

方々へ名称や業務内容について御理解いただけるよ

うに、より一層の普及啓発に努めてまいりたいと考

えております。 

○５番（西中間義德君） この地域包括ケアシステ

ムというのは今後の課題ということで、しっかりと

お願いしたいというふうに思いますけれども。三重

県の桑名市では、地域包括ケアシステム推進協議会

条例というものを制定をして、関係者の議論を活発

化しております。地域包括ケアシステムの範囲とい

うのはおおむね車で30分ということで、本市では一

つだろうというふうに思いますけれども、今後、ま

ちづくり協議会や各集落での見守り体制をどう構築

していくかも課題であるというふうに思います。 

 本市の場合は医療費も高い、そしてまた介護保険

料も高い。だからこそ本システムの構築を進めて、

ある意味では先進地として取り組む考えはないか最

後に伺いたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど申し上げましたとお

り、本市は県のほうでも地域包括支援センターとい

う名称でテレビコマーシャルも行っておられますが、

９月の調査でも名称を知っておられると答えた方も

65％に上っております。今からのスタートですので、

今、西中間議員がおっしゃいましたとおり、これか

らも市政報告会とかまちづくり協議会とのいろいろ

な会合とか、会合はいっぱいございますので、あら

ゆる機会を捉えて市民の皆さん方に周知をしていた

だけるような、愛されるような、そういった地域包

括支援センターになるように努力をしていきたいと

思っております。 

○５番（西中間義德君） ぜひ、どこにも負けない

地域ケアシステムの構築をしていただきたいという

ふうに思います。 

 最後の質問になりますけれども、うつ対策につい

てであります。 

 うつ病は精神的なエネルギーが低下して、気分が

沈みこんだり、物事に興味を持ったり楽しんだりす

ることができなくなる脳疾患と言われております。

そして誰もがなり得る病気であるというふうにされ

ております。うつ病は、職場の人間関係からなる人、

産後にうつになる人などさまざまです。 

 うつは自殺につながりやすい要因を持っておりま

す。先日2014年自殺対策白書では、2013年の月例の

自殺者が一番多かったのは５月で、入学や移動など

の生活の変化が背景にあるのではとありました。自

殺者は全国で３万人を下回り２万7,283人で、４年

連続の減少であります。 

 自殺につながりかねない本市のうつ病についての

現状を伺います。 

○市長（田畑誠一君） うつ病を患っておられると

言えばいいんでしょうか、その人数ですけど、国内

では生涯で約15人に１人の割合でうつ病を経験して

いるというデータがあるほど、大変身近な病気だな

というふうに感じております。本市の国保の昨年の

10月のデータで見ますと、うつ病での病院受診者は

87名となっております。これは、国保被保険者のち

ょうど１％ぐらいに当たります。市内でありますが、

市内うつ病の全患者数につきましては、ちょっとデ

ータがございませんので、把握をしておらないとこ

ろであります。 

○５番（西中間義德君） うつ病は、認知症と同じ

く早期発見、早期治療が大事だというふうに言われ

ております。数年前、さつま町ではスクリーニング

を行って、自殺者が半減したという報道がありまし

た。うつ病は男性よりも女性がなりやすいとされ、

妊娠、出産、更年期でホルモンバランスを崩してう

つ病になると言われております。かかりつけの医者

がよく眠れているか尋ねて、２週間以上続いていた

ら専門の医者を紹介し、早期の治療ができてよかっ

たと喜ばれてもおります。 

 また、家庭や職場での気づきも大事なことだとい
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うふうに思っております。うつ病の早期発見を具体

的にどう見つける研修をされているか伺います。 

○市長（田畑誠一君） 早期発見の対策についてで

ありますけど、これまで市の職員をはじめ、民生委

員、健康地域づくり推進員、母子保健推進員などを

対象に、自殺予防対策や相談時の対応、こころの健

康づくりの講話などを行い、早期発見ができるよう

にゲートキーパーとしての研修会を実施し、ここ５

年間で延べ687人の方が受講しておられます。 

 また、毎月第４月曜日に心の健康相談として臨床

心理士を配置し、相談を受けているところでありま

す。そのほか、地域包括支援センターにおいては、

介護認定を受けていない高齢者に元気づくり問診票

を送付し、早期発見に努めており、必要に応じて訪

問指導などを行うようにしてまいります。今後も広

報での啓発、出前講座など、あらゆる機会を通して

うつ予防を含めた心の健康づくりについて普及啓発

を図ってまいりたいと考えております。 

○５番（西中間義德君） 現在、全国の自治体で普

及が進んでいる、こころの体温計について伺いたい

と思います。 

 これは、ホームページの中にあって質問項目をチ

ェックしていくと、最終的に心の状態が金魚鉢の中

に出る仕組みです。チェックの方法は個人、家族、

アルコールチェックの３通りがあります。それぞれ

の項目をチェックして最後に送信を押すと心の状態、

ストレス度、落ち込み度がわかり、携帯でもスマホ

でもチェックできます。 

 チェックすると、いろいろな決まりがあるみたい

で、金魚鉢の中に金魚がいて猫がいるんですけれど

も、猫は社会的なストレス、黒い金魚は対人関係の

ストレス、水の透明度は落ち込み度、水槽のひびは

住環境のストレス、石はその他のストレス、赤金魚

は自分自身のストレスということで、項目別にチェ

ックをしていくと、それが最後に出る仕組みになっ

ています。私も夕べしてみました。そしたら、石が

出てきましたので、その他のストレスで、一般質問

のストレスかなと思いましたけれども。 

 そういうこころの体温計というのを今、各自治体

がつくっております。鹿児島県の場合は姶良市と志

布志市が既にもう今、ホームページの中にあるよう

ですけれども、これが非常にいいのは、自分自身で

簡単にチェックができる、素直な気持ちでチェック

ができますので、それで自分の状況がわかるという

のが一番いいのではないかと思います。 

 内閣府の地域自殺対策強化事業で、具体的な普及

啓発事業として掲載されています。インターネット

を利用してのメンタルヘルスチェック、こころの体

温計を本市のホームページに掲載する考えはないか

伺います。 

○市長（田畑誠一君） こころの体温計のホームペ

ージの掲載についてであります。 

 今、お述べになられましたとおり、県内では志布

志市、姶良市が掲載しているようであります。ホー

ムページの掲載につきましては、利用者には通信料

以外の費用は発生いたしませんが、他市の状況をお

聞きしますと、初期設定費用が約10万円、毎月のメ

ンテナンス料が2,000円から5,000円の費用がかかる

ということであります。 

 厚生労働省のホームページに類似のポータルサイ

ト、こころの耳があることから、本市のホームペー

ジからリンクし、使用できるようにしてまいりたい

と考えております。 

○５番（西中間義德君） さまざまなそういう方法

を取っていただきながら、市民の方が早目にわかる

というか、そういうシステムづくりをやっていただ

きたいというふうに思います。 

 以上で全ての質問を終わります。 

○議長（下迫田良信君） 次に、原口政敏議員の発

言を許します。 

   ［15番原口政敏君登壇］ 

○15番（原口政敏君） 古来我が町は、漁業の町と

して全国に名をはせ、多くの市民がその恩恵を受け

てきた町でございます。しかしながら、数年前から、

どのような現象かわかりませんけれども、急激なる

魚の減少、さらには魚介類の値段も落ち込んでまい

ったわけでございます。また、円安による燃料の高

騰により、多くの漁業者が漁業を去っていくのが現

状でございます。この現状を今考えないと、我が町

は漁業の町でなくなるおそれがございます。 
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 さて、質問に入るわけでございますが、先ほど申

し上げましたとおり、魚はとれない、値段もしない、

燃料が高く漁業に行っても採算がとれないというこ

とで、多くの方が船を手放してございます。小瀬の

港は10年ぐらい前は、もう係留するところがありま

せんよと言われてございました。しかしながら、皆

さん小瀬港に行っていただきたい。今、どこでも船

を係留する場所がございます。 

 そこで、市長にお尋ねをいたしますが、まず漁業

者が漁業に行ってよかったという制度を設ける必要

があるのではないでしょうか。それには、魚介類の、

まず魚価を安定することが漁民の生活の第一と考え、

漁業に行きたいという気持ちをつくるのが肝要かと

考えるわけでございます。 

 先ほど市長がアオリイカのことを話されました。

今、シーズンでございまして、高いときには1,200

円いたしました、キロが。しかし、低いときには

600円、先ほど同僚議員が沿岸漁業のかいがあった

ということを話されたわけでございます。各漁協の

方たちが異口同音に言われたところは、きのう

1,200円しとって、もう明くる日は600円、何でこん

なに下がるのでしょうかと言われたわけでございま

す。 

 私が今回お尋ねいたしますことは、個々につきま

しては同僚議員がお話しされましたので、このこと

につきましては避けたいと考えております。ただ１

点だけ。各漁協にこの格差の補正をすることにより、

基金をつくり、その基金から、各漁協の皆さん方が

基金の中から差額を補填するという基金をつくる考

えはないのかお伺いをいたしまして、１回目の質問

を終わります。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 原口政敏議員の御質問にお

答えをいたします。 

 今、現状をるるお述べになられました。海の男、

漁師の皆さんが勇んで、しけがあればあるほど海へ

挑戦をして、漁へ出かけるのが漁師の根性でありま

す。その漁師の皆さんが、沖に出ても魚が釣れない、

少ししか釣ってこない魚なのに値段もしない。その

上、油代がかさんで、方言で言う、けいひごやせん

と。最初から赤字だから出漁しない、あるいはひい

ては漁船を手放してしまうという、こういう事態が

実際起こっていることを私も承知をしております。

ここまでくれば、漁業者としてとても悲しいことで

あります。 

 海の男が海へ出るのを最初から棄権をするという、

本当にこれほど悲しいことはないと思っております。

したがいまして、こういう事態を打開するために、

４漁協の皆さん方で、最初３漁協でまずは試験的に

市場を統合するということで一緒に集めて、漁をし

たものを。そして、いろいろやってみたんですけれ

ども、なかなかうまくいかない。それで、また新た

な課題というのも見えてきたようであります。 

 各漁港で水揚げされた水産物を、今、申し上げま

したとおり１カ所に集めて入札を実施するなど、そ

していちき串木野産の魚価の安定化、ひいてはブラ

ンド化へとつながるものと思いますけれども、市内

４漁協の市場の統合等は、各漁協の経営方針、ある

いは魚種の違いとかいろいろございます。したがっ

て早期実現はなかなか難しいのが現状ではなかろう

かと思います。 

 それでは今やるべきこと、それはやはり魚価対策

でありますから、今、原口議員のほうから御提言が

ありましたとおり、沿岸漁業の振興を図る上で最も

重要で、かつ緊急の今取り組む課題だと捉えており

ます。したがいまして、今後、漁協の皆さん、漁業

者の皆さん、そして市の３者で基金積み立てによる

差額補填などについて協議をして、合意が得られれ

ば積極的に支援をしてまいりたいと考えております。 

○15番（原口政敏君） ぜひ市長、そのような基金

をつくってまず魚価を安定するということが第一で

ございますので、そのような理解をいただいて、早

急に漁協の皆さん方とお話し合いをすることを申し

上げまして、この項は終わりたいと思っております。 

 続きまして、先ほども出ましたが、文科省の統廃

合についてお伺いいたします。 

 まず、川上小学校と冠岳小学校についてお伺いい

たしますが、先ほど市長は、あしたの希望であると、

廃校は考えていないと以前からおっしゃいましたね。

そのことを聞きまして、私も同じ考えでございます。
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と申しますのが、同僚議員と私の考えは違いますが、

我が川上地区におきましては、住民が一丸となって、

何とかこの学校を残すんだと必死の思いでございま

す。市長も運動会に行かれたことがあると思います

けれども、地域総出で運動会をされますよね。ほと

んど全戸数集まって小学校の運動会をされます。そ

れほど熱心に存続を願っておられますので、先ほど

市長が申されましたので、もう市長の答弁はよろし

いです。同じ答弁だと思っております。そういう認

識でおります。 

 教育長に伺いますが、まず、特認校の枠がなくな

りましたね。しがたいまして特認校を利用して、最

小限、冠岳小学校、川上小学校を存続するような努

力はしていただきたいと思うんですよね。将来的に

は、教育長、小中一貫制がございますから、そうな

ったらやむを得ないと思うんですよ。しかし当分の

間はなるだけ残すような、教育長、最大限の努力を

するべきだと思っておりますが、どうですかね。 

○教育長（有村 孝君） ただいま川上小学校、あ

るいは冠岳小学校の存続に向けた取り組みを進めて

ほしいというような御意見を賜りました。 

 本市では、御承知のとおり小規模校の存続、ある

いは複式学級の解消、並びに地域の活性化等を図る

ために、平成12年度から特認校制度を実施しながら、

それぞれの小規模校がその特色を活かした教育活動

を展開してまいりまして、地域が一体となって学校

を支えるといった取り組みを今日まで続けておられ

ます。大変な御苦労であろうな、また、あったであ

ろうなと推察しているところでございます。 

 平成26年度、本年度につきましては、25人の児童

が特認校制度を利用いたしております。通学区域を

越えてバスやタクシー、あるいは自家用車等で通学

をしまして、小規模校の複式学級解消やその他の地

域の活性化に寄与しております。先ほど議員からも

ありましたように、教育委員会では本年度から、こ

れまで要望のありました川上小学校への特認校希望

を市来小学校に加えまして、照島小学校、串木野小

学校からも希望ができるようにいたしたところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○15番（原口政敏君） ぜひ、そういうことで存続

への最善の努力をしていただくことを申し上げまし

て、この項は一旦終わります。 

 串木野高校につきまして市長に伺いますが、全協

等でも補助金について出ました。この補助金には何

ら異存はございません。我が町として最善の努力は

しないといけないと思うんですよね。そこで、市だ

けじゃなくて高校自体が自助努力をしないといけな

いと思うんですよね、市長。 

 私が申し上げたいのは、今回、本会議でこの予算

が通った暁には、この予算につきまして反対する議

員はいないと思っております。通った暁には、学校

に出向いて、学校自体が各中学校にこういう制度を

つくりましたからということで足を運んでいただき

たいと思うんですよ。なぜ私がこういうことを申し

上げるかと申し上げますと、私ごとで大変恐縮でご

ざいますが、私の次男坊が高校に入るときに甲南高

校に行くようになっておりました。ところが川内実

業高校の文理科というのができまして、できて３年

目だったんですよね。そして私の家まで来られたん

ですよ、川内実業高校文理科の先生が。ぜひ本校に

やっていただきたいと。その話の中で、こんなこと

をおっしゃいました。最低で鹿児島大学を合格させ

ますと、それ以上を約束しますから、ぜひ本校にや

ってくださいということで、私の息子は甲南高校を

断って川内の文理に行ったんです。よかったと思っ

ておりますけれども。 

 だから、やっぱりそういう自助努力も学校側はし

ないといけないと思うんですよ。ただ、インターネ

ットを流すだけじゃなくして、先生が行って、串木

野高校はこういうことをしましたから、どうかうち

に生徒をやってくださいという、これが自助努力に

なると思いますが、どのように考えますか。 

○市長（田畑誠一君） 魅力ある学校の存在という

のは、やはりまず１番目は学んでいる生徒が頑張る

ことだと思います。同じように大事なのは今、御指

摘といいますか、御提言がありましたとおり、指導

する先生方の熱意にかかっていると思います。それ

と、ＯＢをはじめ、地域の方、私ども行政、議会、

みんなの方の応援。学校がどんどん伸びていく、子
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供たちがどんどん大きく成長していく環境づくりに

いかに努めているかという、この３者の相乗の輪が

私は結果として大きな輪になると思っております。

そういった意味で、学校の先生方の取り組む姿勢と

いうのは極めて大事であります。 

 今回、危機的状況にある串木野高等学校の存続、

できれば発展的存続に向けて、昨年の12月、議員の

皆さん方に御相談をして、全会一致で今朝から答弁

しております支援策を打ち出していただきました。

また、新たな支援策についても今議会にお願いをし

ております。こういう昨年も取り組んだ要因は、先

生方が今、言われたとおり特進コースを設けてゼロ

時限授業もやろうと。朝課外ですね。土曜授業もや

ろう、夏休みの授業もやろうと。そこまで先生方が

踏み込んでちゃんとパンフレットですか、カラー刷

りのものをつくられて、はまる姿をお示しになられ

たんで、財政的な支援について議会の皆さん方に御

相談をしたところであります。 

 だから、そのように取り組んでおられますので、

先生方が一生懸命取り組まれて、新たに今回も今、

御提案をしていることを議会の皆さん方にお認めい

ただければ、新たな形のパンフレットをつくって学

校も回りたいというふうにお考えのようです。はま

っておられますので、大丈夫だと思っております。 

 私はやっぱり高等学校の存在というのは、若者の

存在、まちの元気だと思います。それこそまちの未

来です。だからもし、かつては地方の名門校と言わ

れたこの県立串木野高等学校が今年また１クラスと

いうことで定員割れになったら、これはもう廃校の

ほうに向かっていきます。こうなったら、ここで幾

ら少子化とはいえ、今でも270名ぐらいの卒業生が

います。この大方の子供たちがよその学校に行くよ

うになったら、これは本市にとって大きなマイナス

だと思っております。 

 ちょっと長くなりましたが、そういう意味で学校

も一生懸命取り組んでおられる。うちの教育長も一

生懸命中学校を回り、高校と掛け合っておりますが、

同窓会の皆さんも張り切って、実はあしたとあさっ

ては串木野高校から東京大学に進まれて日比谷高校

の校長を御勇退された久野先生が、みずからはまっ

て２日間、午前、午後、市来中、西中、生冠中、羽

島中、串木野高等、全部行って講演をしてください

ます、２日間で。 

 そしてまたさらに７月９日は、同じく串木野高校

から大阪府立大に進まれて、あの有名な一部上場の

優良会社、グンゼ株式会社の社長をしておられます

児玉和さんという方がまた来てくださって、母校の

串木野中学校、串木野高校で講演をしてくれます。

皆さん、すわ一大事ということで大変お忙しい先輩

の方々が来て、力を入れてくださいますので、また

議会の皆さんと一緒になって頑張る姿で、先生方の

取り組む姿勢もさらに力を入れていただきたいとい

うふうに思っております。 

○15番（原口政敏君） 卒業生が１万2,000人から

いらっしゃるそうですね。実は私のいとこが福岡に

おりまして、建設会社を経営して、従業員が200人

ぐらいいるんですよ。10日ぐらい前に帰ってきまし

て、帰ってきたらすぐ釣りに行くんですけれども

「あんさん、高校がなくなってな」と。串木野高校

を出ているんですよ、原口マサヒロという名前です

けどね。「いや、そげんことはなかっじゃっど。今、

そういうことあっで、ならんごっ努力すっとよ」と。

「あんさんなんとか協力しっくやん」と。やっぱり

卒業生も一生懸命考えていらっしゃいますよね。こ

れがなくなると、本市の大きなマイナスだと私は思

っておりますから、高校と市が一体となって、存続

に向けて最大限の努力をせんないかんと思いますの

で、議会と一緒になってしましょうや。 

 この項は終わりたいと思っております。 

 それから教育長に質問しますが、今、全国で教職

員の不祥事が相次いでおりますね。中学校の校長、

小学校の校長、あってはならん不祥事が続々と出て

おります。我が町は何もございませんか。どうです

か。 

○教育長（有村 孝君） 実は、今日は非常に重い

気分でここに座っております。特に今、原口議員の

質問になるまで何と答えようかなと。あってはなら

ないことが今朝の新聞で発表になりました。教職員

３名の処分が出ておりました。不祥事でございます。

飲酒運転、速度違反、そしてわいせつと。本当に想
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像もできないようなことでございます。子供たちを

正しい生き方に導いていく教職員がこういったよう

な不道徳なことを起こすこと自体が、人間として失

格だろうなと考えているところでございます。本当

に県の教職員、大変迷惑をこうむっているというよ

りも、残念だろうなと思っているところでございま

す。教育は人なりとよく昔から言われますけれども、

まさにそういう人がこういうような不祥事というの

は本当にもってのほかだろうなと思って、ちょっと

今日は気分が悪い日でございます。 

 教職員の指導についてでございますけれども、教

職員の不祥事の防止等の服務規律の厳正化につきま

しては、各学校において年間指導計画に基づいて意

図的、計画的な指導を行っております。市教育委員

会は服務監督権者という立場でもございますので、

管理職研修会、あるいは学校訪問、諸研修会等にお

いて教職員のあるべき姿について指導を継続してい

るところでございます。 

 先ほど本市の状況はと言われまして、本市の状況

を申し上げますと、26年度、今２カ月ですけれども、

こういった大きな不祥事はございませんが、昨年度、

25年度は残念ながら教職員による速度違反が５件発

生しております。いずれも口頭又は文書による訓告

処分を行いました。速度違反は重大な交通事故につ

ながるおそれがあるわけでございます。校長及び本

人を厳しく、呼びまして指導をいたしました。指導

後、校長の話によりますと深く反省して、現在は子

供たちのために教育活動に努力していると校長から

聞いているところでございます。 

○15番（原口政敏君） 昨日でしたかね、テレビで

鹿児島県の教育委員会におきまして、11人をスピー

ド違反で県教委が処分しておりましたね。我がまち

も真剣に考えにゃいかんと思うんですよ、先生。ま

だこれ以上ございますけれども、詳細には私は言い

ませんからね。しかし、そのことはしっかり指導し

ていただきたい。 

 教育が人をつくって、人が国家をつくるんですか

らね。これは先生たちがしっかりしておらんと、次

の道徳の教育に移るんですけれども、もうこれはど

うしようもないですよ。先生方がこういう不祥事を

起こしたら、教育ができるはずがありませんよ、先

生。ひとつしっかりした教育をですね、先生まだ長

くなられませんけれども、教育をしていただきたい。

私が知り得る限りまだほかんことも情報を知ってお

りますけれども、それ以上は申し上げませんけれど

も、しっかりとした教育をしていただくことを申し

上げまして、この項は終わります。 

 次に、道徳教育についてお尋ねいたしますが、全

国において青少年の殺傷事件が多いですね、先生。

私たちの若いころはこんな殺傷、余りなかったです

よ。何が原因だろうかと私は思って考えるんですが、

やっぱり道徳教育だろうと思うんですよ。これは学

校だけじゃなくて、家庭の道徳教育、これが一番僕

は大事だと思うんですよね、先生。先生の配慮で10

日ぐらい前でしたね、道徳教育の授業を見せていた

だきました。やっぱりいい先生だったですね。友達

を思いやる道徳だったと思っとります。「あ、こう

いう先生がいらっしゃることは本当によかったな」

と思って、いい体験をして帰ってきました。 

 今、偏差値に追われまして道徳教育がおろそかに

なっているなと思っておりましたが、週１時間で、

校長先生の話によりますと、そのほかにも時間のと

きにしっかりとした道徳教育をしておりますと言わ

れましたね。それと同時に、やはりＰＴＡのときに

も偏差値ばっかり言わないで道徳教育をしてくださ

いと。家庭でも友達を大切にする姿勢、また公民館

の先輩方に挨拶をすること、こういうことを各家庭

で教えてくださいと言うことも私は必要だと思うん

ですよね。先生どうですか。 

○教育長（有村 孝君） まさにおっしゃるとおり

じゃなかろうかなと思います。道徳教育は人間教育

ですけれども、道徳教育の時間を要にしながら、全

ての教育活動の中で道徳教育を行っていくと、こう

いうふうに学校教育ではなっております。また、今、

議員がおっしゃいますように、家庭、地域で過ごす

時間が子供たちは長いわけでございます。学校は年

間の６分の１もおりません。時間からいきますとで

すね。あとは家庭や地域で生きて生活をしているわ

けでございますので、そこで学ぶこと、あるいはし

つけられること、こういう責任がまた地域や家庭に
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もあると思います。もちろん学校にもあります。そ

ういったような道徳教育を今、国も県も総合的な道

徳教育ということで、家庭のお父さん、お母さん方

にも道徳授業を見に来てもらうとか、あるいは地域

社会の方々にも県民週間等を通じて学校に来て見て

くださいといったような広報活動も進めて、皆さん

御承知のとおり11月の１週間、これが県民週間でご

ざいます。「かごしまの教育」県民週間と。こうい

うところでも、主に道徳教育をして地域の皆さんに

見てもらうという学校が増えてきているようでござ

います。ですから、本当に子供たちが住んでいる家

庭、地域、学校の中で全ての活動の中で道徳教育と

いうのは行われていくべきじゃなかろうかなと思い

ます。 

 そして昨今、先ほどありましたように、青少年の

負傷事件、殺傷事件までありますけれども、こうい

うことはやっぱり、基本的には私は相手の立場を考

える思いやりの気持ちと、もう一つは規範意識とい

うのが非常に薄くなってきているのではなかろうか

なと。もちろんほかの徳目もあると思うんですけれ

ども、特にこの二つが欠けているような気がいたし

ます。 

 こういうことを踏まえながら、学校、地域、家庭

で道徳教育を教職員には指導していきますが、また、

家庭や地域にもＰＴＡ等を通じて今後も頑張ってい

きたいと思っております。 

○15番（原口政敏君） 道徳教育か社会勉強かわか

りませんけれども、国を思う道徳教育、これもやっ

ぱり必要だと思うんですよ。例えば尖閣諸島、竹島、

聞き取り調査で私は言いましたけれども、我が日本

の国のものであると明確に教育をして、愛国心を植

えつけること、これも私は肝要だと思っております

が、この尖閣諸島と竹島、27年度からですか、先生、

今年度ではまだ出てきませんね。27年から出てくる

のかな。どうですかね。 

○教育長（有村 孝君） 尖閣諸島と竹島の指導に

ついての取り扱いでございますが、道徳教育では直

接取り扱いは行っておりません。主に取り扱うのは、

もう皆様御承知のとおり社会科で、我が国の国土の

位置と領土という内容で学習をしております。 

 特に、小学校では来年から新しい教科書を使用い

たします。社会科の教科書を発行する全ての会社が

検定に通った会社でございます。小学校５～６年生

で島根県の竹島と沖縄県の尖閣諸島を全て取り上げ

ています。今、それを選択しているところでござい

ます。 

 道徳教育では、小学校では、我が国の伝統と文化

を大切にすること、郷土や国を愛する心を持つこと、

中学校では、日本人としての自覚を持って国を愛し、

国家の発展に努めることなどについて道徳の教育の

中では学習をしておるところでございます。 

 このようなことを通して、我が郷土、我が国を愛

する心を育てているところでございます。 

○15番（原口政敏君） 先生、御案内のとおり横に

はわけわからん国がありますよね。子どもたちにし

っかりした教育をしないと我が日本はなくなります

よ。私は非常にこれを心配しております。 

 私は市来町時代、議長をさせていただきましたが、

４期いたしました。そのときに必ずこのことは言い

ました、成人式で。君たちがしっかりしないと、隣

に中国という怖い国があるんだよと。私は毎年そう

言いましたがよ。今、鮮明に覚えております。ひと

つ教育について、先生に二つ、教職員の問題、道徳

の問題を申し上げました。しっかりとした教育をし

ていただくことを申し上げまして、この項は終わり

ます。 

 最後になりますが、大里川の中州の除去について

市長にお尋ねいたしますが、昨年もこのことについ

ては質問を申し上げました。しかし、市民と語る会

におきましても、非常に中州が心配だと、何とか梅

雨までにしていただけんだろうかという方もいらっ

しゃいました。それは無理です、順番がありますか

ら、いちき串木野市には何本も川がありまして、串

木野にもございます、順番にしていきますと申し上

げたわけでございますが、その中におきまして、平

佐原地区が一番Ｌ型になっていますから、やっぱり

一番危ないと思うんですよ。それで川幅も狭いです

から、あそこの地区は。だからあの地区から中州を

除去していただければ、大里川の決壊というのも私

は避けられるんじゃないだろうかと思っております。
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何十年消防団に入っておりますけれども、一番の心

配です。 

 そして、その方が言われるには、「順番じゃあり

ゃあ待たなしょうがなかどんからん、あの葦ばっか

いでも切ってもらわなんどかい」ということだった

ですね。市長、葦って竹みたいなあれがあっですね。

あれはそんなに難しくないと思っておりますが、市

長、どうですか。それからでも何とかできませんか

ね。 

○市長（田畑誠一君） ２級河川であります大里川

の寄州除去についてであります。 

 県では、河川の氾濫を未然に防ぐために、平成24

年度に寄州除去計画を作成し、本市におきまして大

里川を含む８河川を実施していただいているところ

であります。特にこの大里川で申し上げますと、大

里川の寄州除去につきましては、24年から26年度に

かけて河川断面が著しく阻害されている上流域、今、

おっしゃった上のほうですが、上流域をこれまで３

カ所実施をいたしました。延長にして約908メート

ルですね。土砂の搬出が5,710トンであります。た

だ、上のほうからしてきたものですから、今おっし

ゃる一番肝心なカーブのところがそのままなんです

よね。ですから、私も承知をしておりますので、先

般の鹿児島地域行政懇話会におきましても、この寄

州除去についての要望を行いましたが、さらにこの

平佐原地区の周辺を含めて９月補正に何とかしても

らいたいと要望をしてまいります。 

○15番（原口政敏君） 上流が、市長、切れまして

もですね。切れたことが何回もあるんですよ。私が

分団長の時代に２回切れたんですよね。切れまして

も、住宅地が遠いですから、余り影響はないんです。

しかし、平佐原は川の近くは住宅がずっと密集して

おりますから、一番川の近くに密集しているのは平

佐原地区なんですよ。あれが切れたら平佐原はもう

冠水しますからね、市長。１回市長も現場に行って

ですね。９月補正でするということで安心しました

けど、ぜひ、課長もおられますが、平佐原の住民が、

現実問題として一番あそこが危ないですからね。課

長もそんなおっしゃったですね。ぜひ、平佐原地区

からしてもらうということでございますので、私の

質問を終わりたいと思っております。 

 御清聴ありがとうございました。 

○議長（下迫田良信君） ここでしばらく休憩しま

す。 

             休憩 午後２時50分 

             ───────── 

             再開 午後３時10分 

○議長（下迫田良信君） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 次に、中村敏彦議員の発言を許します。 

   ［７番中村敏彦君登壇］ 

○７番（中村敏彦君） さきの方は簡潔にいかれま

したので、いささか焦っております。簡潔にいきた

いと思います。 

 通告に従い、３件について質問します。 

 まず、空き家対策について伺います。 

 私は、平成24年６月議会及び25年９月議会で空き

家対策について質問を行いました。その中で、本市

に合った対策条例の制定を求め、市長も解体補助を

含む条例の検討を答弁されております。その後、今

年の１月31日に、実は県民交流センターにおいて空

き家対策シンポジウムが開催され、私も希望して研

修をいたしました。もちろん、二人の担当の職員の

方も出席されておられました。 

 このシンポジウムで、2008年調査による全国の空

き家率は13.1％、鹿児島県は約13万戸の15.3％であ

るが、今後急速に空き家が増えて、2028年、つまり

2008年調査から20年後には約２倍、全国で23.7％に

なるとの報告がありました。そのような中で、全国

的には空き家の適正管理に関する条例を制定する自

治体が急増しております。県は、空き家のうち７万

5,000戸が一戸建て個人住宅であり、空き家率換算

において和歌山、島根に次いで多いことから、県議

会の政策提言を踏まえて、本年４月から市町村向け

の対策マニュアルを作成し、県内では一部にとどま

っている空き家の適正管理条例制定へのサポートを

充実させることとしました。 

 本市においては、条例制定には至らないものの、

本年度新規事業として危険家屋の解体補助制度と、

定住促進が主たる目的であるとしても、中古住宅も
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可とする転入者住宅建設等補助が予算化され、市議

会の市民と語る会でも、市民の方からその補助制度

を評価するとの意見をいただいております。制度が

できてからまだ２カ月しか経過していないのであり

ますが、まずは両制度の利用申請状況を伺い、壇上

からの質問といたします。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 中村敏彦議員の御質問にお

答えいたします。 

 現代社会の中で大きな課題となっております、ま

た、国のほうもいろいろ議論をしておるようであり

ますが、この空き家対策につきましては、御質問の

中村議員をはじめ、議会の皆さんから再三にわたり

まして御質問、御提言をいただいてきたところであ

ります。 

 今年度新たに、市内に存在する危険廃屋から日常

生活における市民の安心安全を確保するため、危険

家屋の解体撤去に対する補助制度と住宅を新築、又

は中古住宅等を購入された転入者へ補助する制度を

創設しました。市広報紙等を使い、ＰＲをしている

ところであります。 

 危険廃屋解体撤去工事補助につきましては、これ

まで既に11件の問い合わせがあり、そのうち４件の

申請がありました。また、転入者住宅建設補助制度

につきましても３件の申請があり、延べ11人の転入

者がありました。中古住宅の購入の申請はないとこ

ろですので、引き続き市内外へ制度をＰＲしてまい

りたいと思っております。 

 先ほど述べられましたとおり、まだ新年度始まっ

たばかりですけれども、既にこれだけの申請がござ

います。これからも努力をしていきたいと思ってお

ります。 

○７番（中村敏彦君） わずか２カ月ですのでまだ

申請がないかと思っていましたら、問い合わせ11件

で４件申請があったということです。それと、ちょ

っとはっきりわからなかったんですが、中古住宅の

購入補助じゃなくて、転入者の申請が３件で、転入

者が11件ということですね。わかりました。 

 ということは、２回目に聞くつもりでいたんです

が、解体補助４件の申請についてはたしか予算措置

は２件だったんですけど、４件がとりあえず実施要

綱に合致して受け付けるということで理解してよろ

しいでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 危険廃屋解体撤去工事補助

につきましては、まだ４月からスタートしたばかり

ですけど、そういった状態で始めましたので、どれ

くらいかというのを見込めませんでしたので、一応

予算としては２件、50万円ほど計上してスタートし

たところです。ところが多いものですから、今後に

つきましては、申請状況を見ながら補正で対応して

いきたいと考えております。 

○７番（中村敏彦君） 実施要綱もいただいている

んですけど、とりあえずこれに危険家屋とされるい

ろいろ基準がありますけど、それを４件は通ったと。 

 引き続き質問に移ります。 

 先ほど紹介しました空き家対策シンポジウム、ち

ょっとそのときに勉強した内容があるんですが、そ

の中で、三菱総研が実施した30代の団塊世代ジュニ

ア、いわゆる私たちの子供ぐらいの年齢層にアンケ

ートをとったら、中古住宅をリニューアルして住み

たい、住んでもいいという人が30％前後。30％前後

というのは各県でちょっと違うんですけど、たしか

鹿児島は29％ぐらいだったと思います。そういうこ

とも紹介されておりました。 

 ６月４日付の朝日新聞、鹿児島市が危険家屋400

戸の５％に当たる20戸分の解体補助事業を予算化し

たことを紹介しております。本市の事業は現状、本

年度の予算でいきますと、空き家921戸のうち危険

家屋は99戸でしたので、そういう意味では２％、２

戸分の予算化、補正が組まれますが、そういう意味

で今後、補助額や件数、あるいはつくられておりま

す審査基準といいますか、こういう実施要綱をニー

ズに合わせて、あるいは市民が使いやすいような改

善の余地は考えておられるか、その検証について見

解を伺います。 

○生活環境課長（住廣和信君） 今ありました危険

廃屋の解体補助につきましては要綱を定めておりま

して、その中で審査基準を設けておりまして、それ

に基づいた形で申請を受け付けているところであり

ます。 
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 先ほど市長が申しましたように、本年度申請件数

見込みがよく判断できませんでしたので、２戸、50

万円でスタートさせていただきました。今後につき

ましては、市長が答弁しましたように補正等で対応

して、増加分については対応していきたいというふ

うに考えております。また、基準等につきましては、

検討の余地があれば今後また見直すことはあると思

います。 

 以上です。 

○７番（中村敏彦君） 今後の方向性を考えるため

にも、この空き家についていろいろ全国的にも報道

されています。ちょっと昔の朝日新聞ですが、シロ

アリの発生、強風による家屋の損壊、ほかにも放火

とか女児わいせつ、勝手に住みつく等々のいろんな

苦情が寄せられているという報道がありました。 

 本市の場合は、どのような内容でどのぐらいの苦

情が寄せられているのか、その点について伺います。 

○市長（田畑誠一君） まず、空き家に関する苦情

の件数ですけれども、平成23年度は１件なんです。

24年度８件、25年度15件、年々増えております。お

尋ねの苦情の内容ですけれども、やっぱり一番多い

のは敷地内の雑草や木の繁茂、老朽化による倒壊の

危険があると。それから、台風など、瓦やらが飛散

してきそうでとても心配だと。こういったのが苦情

の主な内容であります。 

○７番（中村敏彦君） ある意味では倍々で増えて

きているというか、そういう状況のようです。この

質問をしたのは、実は、宗像市で同じような傾向が

出ていて、平成22年度が18件、23年度が28件、24年

度が11月で55件と苦情が増えてきていて、にもかか

わらず空き家対策が進まないということから、宗像

市では適正管理条例を制定されたと伺っております。 

 改めて、さきの２回の一般質問で検討課題とされ

た条例制定についての考え方を伺います。 

○市長（田畑誠一君） さきの質問でもございまし

たが、本市の場合、19年の３月に市民の手による美

しいまちづくり推進条例というのを制定しておりま

す。７月から施行しておるわけでありますが、この

条例の第８条で、土地建物等の所有者等の責務とい

うことで、適正管理についてうたっております。し

たがいまして、市としましては、この条例により対

応していきたいと考えております。 

○７番（中村敏彦君） 前回も同じような答弁でご

ざいました。それはそれでいいと思います。ただ、

国のほうもいろいろな形で法制化を進めておられま

すので、その結果次第ではまた変わるんじゃないか

なと思っております。 

 正直言って、空き家は今後ますます増えていくと

思っております。当局のほうで発行されております

統計いちき串木野によりますと、平成15年が１万

2,780世帯でピークでした、恐らく。その後、24年

の段階で570世帯減っております。つまり、10年間

で570世帯減っているということですね。高齢化の

中で今後の10年間を考えたときに、それ以上のペー

スで減少することが推測されます。 

 先ほどのシンポジウムで、ひとり暮らしの世帯の

統計でいうと1985年代は20代が最も多かったそうで

す、年代ごとにしたら。2035年は逆に85歳以上の１

人世帯が全体の中で最も多くなるというデータがあ

りました。そういう意味では、今後ますます本市で

も空き家が増えていく。多分10年間で570世帯とい

うことは、570ぐらい空き家が増えているというこ

となので、今後10年間でさらに570ぐらい増える、

それ以上増えると思っておりますが、条例制定がさ

れないとしたら、空き家対策についての基本的な市

長の考え方は、どのように考えておられるかお聞き

したいと思います。 

○市長（田畑誠一君） この空き家対策、空き家の

活用といいますか、これにつきましてはやっぱり所

有者の実態や意向を把握しやすいまちづくり協議会

が事業主体となって補助事業で対応したほうが、一

番身近におられる方が一番効果的じゃないかなとい

うふうに考えておりますので、この制度を積極的に

活用していただけるようにＰＲしていきたいと考え

ております。 

○７番（中村敏彦君） いろいろ、このシンポジウ

ムもでしたけど、最近新聞報道されている中で、危

険家屋の解体が進まない原因の一つとして、固定資

産税が高くなる、６分の１の軽減措置がなくなって。

ということで、福岡県の先ほど紹介した宗像市、富
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山の立山町など、固定資産税の減免措置を盛り込ん

だ条例をつくって危険家屋の解体を進めているとい

うことが報道されています。ただ、これは僕の個人

的な考えですけど、シンポジウムに参加して思った

ことは、どんどん空き家が増えていくので、解体補

助と固定資産税の減免措置だけでは財政支出を伴い

ます、市としてですね。そういう意味では、空き家

の活用がもっとされるべきじゃないかという考えで

質問をしているところです。 

 その中で、たまたま昨日、一昨日でしたっけ、南

日本新聞に出ましたよね。本当に各自治体が苦慮さ

れている状況が載っています。実際だと思います。

そういう中で、空き家を活かされるために、この新

聞にも載っていますが、自治体で、行政で空き家バ

ンクをつくっているところが14市あると紹介されて

いました。ただ、それがなかなか機能していないと

いうこともまた書いてありました。 

 そこで提案なんですが、姶良市が今年の４月から

県内で初めて官民一体で空き家バンクをつくってい

る。この南日本新聞に書いてあるのは、多分行政主

導だと思います。官民一体の空き家バンク制度をス

タートさせたということも、新聞で去年の暮れに報

道がありました。そういう意味で、ちょっと資料を

取り寄せてみたんですが、行政と宅建及び不動産協

会、所有者が一体になって中古住宅、空き家の情報

を発信しているということで、十数軒の空き家が載

っていましたが、それを見せて、ある不動産業者の

知り合いの方に意見を聞きましたら、ここのホーム

ページもちろん持っているところもあるそうですが、

それでは限界があると、市のホームページからアク

セスできたらもっと全国規模に情報が届けられると

言っておられました。そういう意味で、この姶良市

が進めている官民一体の空き家バンク制度を立ち上

げる気持ちはないか伺います。もちろん、議場にも

同業の方がおられますから、また別の意見があるか

もしれません。ただ、私が聞いた不動産の方は、そ

ういうふうに官民一体でやったらもっと情報発信が

広がるんじゃないかという意見でした。 

○市長（田畑誠一君） 今、姶良市の４月からの空

き家バンク制度をスタートさせたというお話を例に

お出しになられました。現在、市のホームページに

はＵＩターン情報を設けて、その中に県宅建協会と

不動産協会、鹿児島県本部と連携して、中古住宅、

空き家情報等を見られる仕組みにしております。そ

れで、そういう形で市内外へ本市としては情報発信

に努めているところです。 

○７番（中村敏彦君） アクセスをしてみたんです

が、それほどなかったような気がするんだけど、情

報がですね。そういう意味で姶良市のを紹介したん

ですが。確かに県のそこにつながってリンクしてい

るところは、いろいろな市がやっていました。ただ、

姶良市のやつが一番見やすかったし、市のホームペ

ージからぱっと行けるような仕組みになっていたの

で、これが一番いいんじゃないかなという思いがし

ております。そういう意味で言ったわけで。 

 要するに、もう最後にしますけど、ますます増え

るという認識はもちろんあると思うんですが、さっ

き統計いちき串木野で言ったように、10年間で570

世帯減っているわけだから、当然今後はそれ以上に

増えると思うんですが、その認識は当然市長もあら

れると思います。そういう意味で、本市の現状と将

来を見越した、特に危険家屋による市民の不安を解

消する短期的な取り組みと財産の有効利用を視野に

入れた長期的な空き家対策、この二つを組み合わせ

ていかなければならないだろうと思うんですが、そ

れについての市としての制度設計をどのように考え

ておられるか、総括して終わりたいと思っておりま

す。 

○市長（田畑誠一君） この問題は、今、大きな社

会問題として深刻化しております。これまでも中村

議員からも御質問いただいてまいりましたが、これ

はやっぱりそういうことで、全国的な課題として国

のほうでも問題視されて、空き家対策を何か解消す

るといいますか、また有効利用も含めてだと思いま

すが、そういう促進する法案について、国でも既に

検討が始まっております。 

 要は、今、お述べになられましたとおり、危険廃

屋の解体と、もう一つは空き家をせっかくのことだ

から有効に利用できないか、この二つだと思うんで

すよね。だから、そういったことで冒頭に御答弁申
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し上げましたとおり、これまで議会の皆さん方の御

提言等を踏まえながら、今年度からその危険廃屋の

解体撤去に対する補助、それから住宅を新築、又は

中古住宅等を購入する方への補助制度を今年度から

始めました。始めた途端にかなり申請もあります。

この制度を今年から始めましたので、しっかり推移

を見ながら、当然、さっきから申し上げております

とおり、国のほうもこの問題を本腰を入れて国会で

審議をしているという状況でありますので、また国

会の動きやらも注視してまいりたいというふうに考

えております。 

○７番（中村敏彦君） 今年度初めて危険家屋解体

補助が出ましたので、当然しばらく様子を見て、検

証して、条例をつくるかつくらないかという問題よ

りも、実効性のある市民の安心安全がちゃんと確保

できるような制度をつくっていただきたいと思って

おります。それを申し上げて、次の質問に移ります。 

 ２点目は、これも同僚議員、結構何回か取り上げ

られておりますので、特に特定健診と生活習慣病対

策について伺います。 

 市民の皆さんから特に国保税が高いという意見を

よく言われます。１人当たり７万7,149円、県内で

19市中９位の保険料は確かに高い現状であります。

その原因の一つが医療費の問題にあると思いますけ

ど、私の自治公民館の会合やら親睦会でよく出るの

が、医療費を適正化して保険料を下げる施策をもっ

としっかりすべきじゃないかとよく言われます。そ

ういう意味での質問でございます。 

 決算資料によりますと、１人当たりの医療費が平

成23年度43万9,783円、24年度が45万5,675円で、減

るどころか１万6,000円ぐらい増えておりますので、

とりあえず平成25年度はまだ決算に至っていません

が、25年度の見込みはどのようになっているのか、

減りそうなのか増えそうなのかを含めてお聞きして、

１問目とします。 

○市長（田畑誠一君） 平成25年度の本市の１人当

たりの医療費の見込みは、現時点では、細かく申し

ますと47万1,376円で、昨年度の45万5,675円と比較

をしますと１万5,701円の増で、率にしますと3.4％

ぐらい増加するのではなかろうかと見込んでおりま

す。 

○７番（中村敏彦君） 聞き間違いじゃないですよ

ね。25年度の見込みですよね。ということは、26年

度、中学生までの医療費無料化が予算化されました

ので、さらにこれより増える可能性があるというこ

とでしょうか。 

○健康増進課長（所崎重夫君） 今、市長が答弁さ

れたのが25年度の国保の１人当たりの医療費になり

ます。中学生までの無料化は社保も全部入ってきま

すけれども、ある程度は国保の被保険者もいらっし

ゃるでしょうから、受診が多くなれば、26年度のほ

うは若干増える可能性はあるかと思います。ただ、

医療費につきましては、増える可能性があるという

ことです。 

○７番（中村敏彦君） 了解しました。いずれにし

ろ、１人当たりの医療費、たしか私の記憶では、全

国平均が30万円で、県の平均が37万円ですから、か

なり本市の医療費は高どまりになっているという状

況があると思います。そういう意味で、医療費の適

正化で確実に保険料の引き下げも可能ではないかと

思うんですが、そのための一つの手段として、特定

健診による病気の早期発見と保健指導、生活習慣病

の抑制が肝要かと思っております。 

 平成20年度策定の第１期適正化計画では、24年度

の特定健診受診率目標を65％としてありました。25

年度に第２期計画が策定されておりますが、毎年

2.5％増やして、最終29年度に受診率60％とする計

画のようであります。この65％を60％に見直した理

由について伺います。 

○市長（田畑誠一君） 特定健診受診率の目標が、

平成24年度の65％から平成29年度の60％に見直され

たことにつきましてですね。 

 第１期特定健康診査等実施計画は平成20年４月に

策定をして、平成20年度から24年度までの取り組み

を盛り込んだものであります。計画最終年度の24年

度特定健診受診率は、目標値の65％に対し48.7％の

実施率でありました。この目標値65％は、国が平成

24年度の特定健診受診率目標を65％としていたため、

本市でも同じ目標値としたものであります。 

 なお、昨年４月に策定しました第２期特定健診受
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診等実施計画では、最終年度である平成29年度の特

定健診受診率目標値を60％とし、第１期計画より

５％引き下げております。これは、国の平成29年度

の特定健診受診率目標値に合わせたものであります

が、国においても、平成23年度の全国平均受診率

45.0％を短期間で向上させるのは難しいと判断され

たんじゃないでしょうか。そういったことで、今回、

60％を新たな受診目標に設定されたものと理解をし

ているところです。 

○７番（中村敏彦君） 平成24年12月議会に同僚議

員が質問されております。今、お答えになった受診

率28.7％は年度末だと思うんですが、その時点で

46.3％という、たしか数字が示されていたように思

います。 

 結局受診率が上がらないので60％に下げられたの

かなと思ったんですが、国自体が長期的にスタンス

を置こうと、計画スパンを置こうという意味で下げ

てあるということでよろしいですね。 

 そういう中で、本年度は特定健診受診率向上策と

して健康づくり事業交付金制度が設けられましたが、

各地区への浸透度、理解度はどのようかお伺いしま

す。といいますのは、市民と語る会で、非常に努力

されている地区、自治公民館がある一方で、そうで

もないところもあるというふうに聞きましたので、

やる以上は行政として、各地区に浸透して理解度を

深めていくのが筋だろうと思いましたので、質問い

たしました。 

○市長（田畑誠一君） 今年度からの新規事業であ

りますこの制度は、特定健診の受診率が60％を超え

た地区に、受診率等に応じて交付金を交付しようと

いうものであります。このため、広報紙や防災無線

で周知を図るとともに、新たにのぼり旗を各地区に

配付し、特定健診受診を推進していくこととしてお

ります。 

 なお、これまで、周知の仕方でありますけれども、

これまで各まちづくり協議会長さんや自治公民館長

等研修会で新制度の内容を説明してまいりました。

出前講座の依頼も大変多うございますので、もう既

に４地区で説明しましたが、今月も５件の申し込み

が来ております。 

 このように、市民の関心も高いことから、受診率

60％を超える地区も出てくるのではないかと予想を

しております。そのことによって、今後の医療費の

抑制につながるものと期待をしているところであり

ます。 

○７番（中村敏彦君） 出前講座の申し込みが５件

はいいことだなと思いました。ただ、60％を今年度

超えなければ交付金はないんですかね。例えば、先

行して進んでいると、昨年60％達して、今年たまた

ま60％にならなかったとかいう地区が出てきたりす

るんじゃないですか。そういう場合はどうされるん

ですか。 

○健康増進課長（所崎重夫君） この制度は、今年

度からの制度になりますので、来年の２月終了時点

において60％を超えた地区のまちづくり協議会のほ

うへ交付をしようというふうに考えております。 

 以上です。 

○７番（中村敏彦君） この制度そのものは、南さ

つま市や日置市が早くから取り組んで、一定の効果

を出しているようです。南さつま市は平成23年度に

51.7％、日置市は24年度に55％に達していると聞い

ています。 

 この制度に期待したいのでありますが、あわせて

市民一人ひとりへの情報発信、情報伝達が大切では

ないかと思います。自分自身、担当課からの案内で

特定健診を受けて、保健指導を受けておりますが、

保健指導の中では１日7,000歩とか、歩けないとき

は今、25回の腹筋をやったりしているんですが、そ

れでかろうじて、現状維持なわけです。そういう意

味では、自身のきっかけづくりが本当に大切だなと

個人的に思っています。 

 市のホームページに医療費適正化計画の全容が掲

載されております。アクセスしてみました。どうも

分析と課題が無機質的に表現されておりまして、こ

れを読む人がいるかなと思ったんですが、実は日置

市が先進地阿蘇市に職員研修を実施して、そういう

中で先ほどの成果を得たと聞いているんですが、そ

ういうのを聞いていましたので、阿蘇市のホームペ

ージを開いてみました。同じ医療費適正化計画の項

目がありましたのでアクセスしました。本当に受診
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したくなるような内容というか、文面もそうでした

けど、市民の皆さんに特定健診を受診していただく

ＰＲ方法として参考にすべきじゃないかなと、正直

思いました。 

 そういう意味で、そういう先進地の取り組みを職

員の研修を通じて取り入れる考えはないか、お伺い

します。 

○市長（田畑誠一君） 健康は市民全体の願いであ

ります。また、国保料が一番高いとか、９番目です

かね、とかありますが、医療費の抑制という意味で

の全体の保険のあり方として大事なことであります

し、何よりも健康であることが市民お一人おひとり

の幸せにつながるわけでありますから、何とかそう

いった運動を展開していかなきゃならない。それに

は、先ほどから中村議員が指摘をしておられますと

おり、やはり受診率の向上を目指すのが一番であり

ます。その受診率の向上を目指すための啓発活動、

ＰＲ等について他団体のお話もされましたが、他団

体のすばらしい面は参考にしながら、これから本市

も改善をしていって、受診率を少しでも高めて、そ

れが医療費の抑制、ひいては市民一人ひとりの健康、

幸せにつながることでありますから、大いに学びな

がら努力をしていきたいと思っております。 

○７番（中村敏彦君） あわせて、生活習慣病対策

では、医療機関との連携が重要だと思います。これ

も、平成24年の同僚議員の質問でも取り上げられま

した。そのときの答弁が毎年４月に医師会との意見

交換を行っているという答弁だったように思います。

果たしてこの程度で十分なのかなと思ってのことで

すが、熊本市は慢性腎臓病対策に力を入れておりま

す。中身としては、かかりつけ医と腎臓病専門医と

行政の連携を強化する患者紹介システム、何かＣＫ

Ｄ対策システムとかいうみたいですけど、を導入し

て、要するに１人当たりの医療費が550万円とされ

ている人工透析の100万人当たり300人、今、熊本で

は新規に発生しているそうですが、それを200人に

減らすという目標を掲げていて、全国から注目され

ておるみたいです。鹿児島市も、あるいは大分市も

たしか導入されたと聞いております。 

 このＣＫＤ対策システムの導入は、市としては考

えられないかですね。連携を深める意味で。 

○市長（田畑誠一君） 熊本市のほうでＣＫＤとい

うのを導入して成果を上げているというお話であり

ます。 

 本市でもこれと同様な仕組みを、実は医師会立脳

神経外科センターが中心となって、昨年７月にさく

らネットの構築をしたところであります。このさく

らネットは、医療・介護事業所等のスタッフが情報

を共有するためのシステムであります。医療機関に

おける診療情報、撮影画像などがそれぞれのパソコ

ン上で見れ、治療やリハビリ状況等の身体上の把握

ができ、他の医療機関や介護施設等でも今まで以上

に適切な対応が可能となります。また、このシステ

ムは市の地域包括支援センターでも導入を予定して

おり、先月23日に導入に向けての説明会を受けたと

ころであります。本システムを導入した場合、地域

包括支援センターで、ケアプラン作成や窓口での相

談、訪問調査時の事前の状況把握等に活用できるも

のと期待しているところであります。 

○７番（中村敏彦君） 同様のシステムを導入され

る予定ということで、若干安心しました。 

 最後になります。医療費適正化計画に示されてお

ります原因別医療費の中で、循環器系初め生活習慣

病と目される医療費が28.9％に達しています。それ

を減らすために、先ほど言われたシステムもですけ

ど、市では今、県民講座や、あるいはクリニックの

先生、生活改善グループ、食堂経営者等々で「ＥＡ

Ｔ ｄｅ 健康メニュー」の開発など確かに一生懸

命されていると認識しています。ただ、どうしても

このような施策は、意識のある市民は興味を持ちや

すいところがあるんですが、私がいつも思っている

のは無関心な方への情報発信をどうするかというの

が肝要ではないかなと思って、先ほどのホームペー

ジのつくり方等を申し上げたつもりです。 

 保健指導において何よりも大切なことは、日常的

な食事のあり方や、適当な運動など人として本来の

活動をすることの大切さをどう伝えるかということ

だと思っております。ちょっとシステムについては

まだ詳しいことはわかりませんけど、とりあえずそ

ういう同内容のシステムを導入されるということで
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すので、この項については終わります。 

 続けていきます。 

○議長（下迫田良信君） はい。 

○７番（中村敏彦君） 原発１、２号機の再稼働に

ついてであります。 

 たしか４月３日の毎日新聞に、再稼働反対首長ゼ

ロという記事が載りました。この中で、田畑市長は

条件つき賛成というところに分類されているようで

あります。そういう意味で、市長が考えておられる

条件とはどういうものなのか、具体的な中身につい

て伺います。 

○市長（田畑誠一君） 川内原発の再稼働について

であります。 

 御質問の報道アンケートにつきましては、原子力

規制委員会が規制基準に適合していると判断した場

合、再稼働に賛成しますか、という設問でありまし

た。したがいまして、私は条件つき賛成としたもの

であります。具体的に何が不十分かという問いにお

いては、地元への説明とか理解及び手続の透明性を

回答をしたところであります。 

○７番（中村敏彦君） 条件の中身について答弁が

ありました。規制委員会の基準に適合していること

がまず第１の条件で、説明と透明性。これまで確か

に市長は市民の安全が大事ということで答弁されて

きたと思っております。ただ、ここに至って、阿久

根をはじめ各地の避難計画説明会では、計画どおり

の避難で大丈夫かとか、多くの避難先が風下、しか

も道路決壊等のアクシデントは想定されていないな

ど、不安の声が多く出されております。本市でも18

日の羽島を皮切りに、３カ所、３日間の説明会が計

画されておりますが、市民にしっかり理解されるま

で市としての責任もあると思いますが、いかがでし

ょうか。 

○市長（田畑誠一君） 避難計画につきましては、

６月18日から３日間にわたり、県との共催で市民の

皆様を対象とした住民説明会を開催するとともに、

６月下旬から７月にかけて市内15カ所で開催します

市政報告会の中でも説明をしていくこととしており

ます。その中で出された意見等を踏まえながら、さ

らなる避難計画の充実に努めてまいります。 

 また、現在調査している避難所までの詳細なルー

トや避難所周辺の地図を記載した避難マップを作成

して、市民の皆様に配布することとしております。

これらを通して、さらに避難計画の周知に努めてま

いりたいと考えております。 

○７番（中村敏彦君） 避難計画説明を目的とした

説明会が３日間、３会場、そのほかに市政報告会の

中でも説明したいということですが、その中で出さ

れた不安やら疑問やらについて当然検討されていく

と思うんですが、去る５月30日の南日本新聞、県の

避難経路と。これですね。この記事ですけど、県の

避難経路と避難時間のシミュレーションに対して、

県民の中にさまざまな不安と問題点があることを指

摘しております。 

 本市市民においても同じような不安や疑問がある

ことは、さきに提出された緊急署名の会の署名にあ

らわれていると私は個人的には思っているんですが、

特に避難要援護者の避難経路、避難場所の確保が困

難な中での再稼働はあり得ないんじゃないかなと思

っているんですが、市長の見解を伺います。 

○市長（田畑誠一君） 再稼働につきましては、第

一に、事業者、規制委員会により原子力発電所自体

の安全性が確保されることが、言うまでもなく大前

提であります。このことは、規制基準への適合性や

万全な対策の実施など、科学的、技術的に厳正な審

査により安全性をより高めていただきたいと考えて

おります。また、防災対策は、原発の安全対策と並

行して充実、強化を図っていくものであり、市民の

生命と財産を守る立場として、不断の見直しにより

整えていくべきものであると考えております。 

 今後、住民への説明会を開催いたしますが、引き

続き国の指針、県の調整のもと、課題への対応を進

め、また、市民への周知を図りながら実効性を高め

るよう努めていきたいと考えております。 

○７番（中村敏彦君） 規制委員会の規制基準には

当然、避難計画は入っていないので、そこが一つは

問題だと思っているんですが、ただ、先ほど紹介し

た５月30日の南日本新聞でも解説のところで、住民

視点を欠いており楽観的だというコメントが載って

いますが、きのうのＮＨＫの情報ウェブは市長、ご
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らんになりましたか。 

 寄田地区の二十七、八世帯だったと思いますが、

公民館長さんが二十七、八世帯40名の全ての住民の

避難訓練をしようということで、それぞれ住民の皆

さんにいろいろ聞いて、僕も途中を見なかったんで

すが、要するにその館長さんが言われるのは、第１

ルートが羽島街道になっていて、津波の心配がある。

第２ルートが、原発のほうに一旦行って、それから

青山に抜ける農道を通るルートだということと、要

援護者の中に車椅子が必要な方がいて、それはもち

ろん自宅には常設されていないところが多いと思う

んですが、そういう中で再稼働するのはおかしいと

いう発言をされていました。 

 そういう意味で、規制基準をクリアしたらオーケ

ーなのかどうかじゃなくて、やっぱりそういう住民

の不安が多分たくさんたくさんあると思うんですよ

ね。私も実は照島地区、丹波小学校になっていまし

た、今回配付された防災計画で。指定されたルート

１で行きは走りましたけど、１時間55分でした。そ

れも、しかも昼の10時から天気のいい日、車の少な

い時間でしたので、帰りは１の２ルートを帰ってみ

ました、知覧から275号線に出て。ここは２時間10

分ぐらいかかりました。これが天気のいい日だった

ので、地震やら津波やら雨の日やら夜間やらどうや

ろうかねと思いながら走ったんですが、ざっと本市

の計画を見る限り、ルート１を通るのは４地区で

4,387世帯、ざっくり言って4,000台ぐらいの車が殺

到するなと正直思いますし、もしほかのルートが使

えない場合は、本市の全てが１ルートになっている

ようですので、１万3,434世帯、これもざっくり言

って１万台ぐらいが集中します。 

 果たしてこういう避難計画はいざというときに活

かされるのか。もちろん担当の人も市長も一生懸命

になってつくっておられます、市民の安全を守るた

めに。でも、本当にいざというときにこの計画が活

かされるんだろうかとつくづく思うところがありま

す。そのことについて、やっぱり市長はボトムアッ

プで県にしっかり言うといいますか、今のところ国

も県も避難計画は判断基準にありませんからね。そ

ういう意味で、市長のそういう思いを県にボトムア

ップで伝えてほしいなと思っておりますが、市長の

見解を伺います。 

○市長（田畑誠一君） あってはならないんですが、

避難の段階になったとき心配されるのは、やはりお

っしゃいますとおり車の渋滞、それと要配慮者とい

いますか、今の言葉では、そういう方々、児童生徒

への対応とかいうことを綿密に繰り返し繰り返し方

法としての改善をしていかなければならない。もち

ろん風の向きの関係もあります。そういったこと等

もあって、今、１、２、３ルートとか県と協議をし

て避難ルートはつくっておりますが、そういったこ

とをもろもろ考え合わせながら、これまで県に対し

ましても、風向きによる第２避難所の設置、それか

ら高速道路は使えるのかとか、そういったこと等も

問い合わせてまいりました。本市のみで解決できな

い事案については意見を申し上げながら、今、高速

道路の例を一つ申し上げましたが、その結果実現し

たもの、又は今後検討をさらにすべきこと等々ござ

います。避難計画は防災訓練等を通して常に検証を

して、課題をその都度洗い出して改善していくこと

が重要だと思っております。 

 今後も、市民の皆様の意見の反映に努めるととも

に、課題等に対して県に積極的に市の意見を申し上

げながら、より充実した避難計画となるように協議

を進めていきたいと思っております。 

○７番（中村敏彦君） 先ほど言いましたように、

５月18日の南かな、朝日かな、どっちだったっけ、

本市の取り組みを評価した記事も載っていました。

何回も検証されているみたいです、担当は。それは

評価します。ただ、繰り返しにならないように言い

たいんですが、福島の事故の後、国も電力会社も想

定外で済ませました。正直言って、避難計画は県や

ら自治体に丸投げしていて、もし事故が起きたら想

定外でしたで済まされそうな懸念もあります。そう

いう意味では、もちろん完璧な避難計画ができるこ

とを望むんですが、それができるまではやっぱり再

稼働すべきではないなというのが私の、私のという

よりも常識的な判断ではないかなと思うんですが、

先ほど市長の答弁もありましたので、締めくくりの

ところに入ります。 
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 先ほどの空き家対策とも関連します。５月９日の

南日本新聞に、若い女性半減、896自治体の記事が

衝撃的でした。それぞれ自治体はすごい衝撃を受け

ています。19市中半減を予測された10自治体は、い

わゆる県が決めている商圏の谷間にある自治体が多

く含まれているように思いました。いわゆる鹿屋商

圏、姶良商圏、指宿商圏とかと決めてありますね。

その谷間にある町々がほぼこの10自治体に入ってい

るように思いました。 

 原発の再稼働問題について、ある市民の方からこ

ういうふうに言われました。自分の場合は、子や孫

たちがみんな姶良、国分方面に家をつくって住んで

いる。そういう意味で、高齢の自分たちだけなので、

もし事故があっても少しは気が休まるということを

言われました。本当に苦しい心情だと思います。 

 私の知人ですが、Ｉターンを考えて、今、出雲に

住んでいる人がＩターンを考えて、原発に遠い霧島、

指宿方面で空き家を探しているようです。電話がき

ます、ちょこちょこ。そういう意味で、商圏の谷間

というハンディに加えて、原発がＩターン、Ｕター

ンのニーズにブレーキをかけるだけじゃなくて、拍

車がかからないか、それが心配されます。 

 持続可能ないちき串木野市を守るためにも、原発

再稼働に反対されることを求めて、質問を終わりま

す。 

○議長（下迫田良信君） 以上で、本日の日程は終

了しました。 

────────────── 

   △散  会 

○議長（下迫田良信君） 本日は、これで散会いた

します。 

              散会 午後４時12分 

 

 

 


